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2018年度 補助犬育成促進事業等実施実態調査結果 

【回答総数：都道府県 46】（＊covid-19の影響により、一部自治体に関して回収が困難な状況がありました） 

 基本デ―タ  

1.第二種社会福祉事業届出の増減 

①2018年度中の新規届出について 

都道府県 訓練事業者名 届出日 

東京都 社会福祉法人日本聴導犬協会 東京支部 記載なし 

山口県 ドッグスク―ル Sue 2019年 1月 31日 

 

②2018年度中の届出取り消し手続きについて 

2018年度中の取り消し手続きなし 

 

 ①育成促進事業  

2.都道府県における補助犬使用者数（2019年 3月 31日現在） 

 いる いない 不明 

盲導犬 93％（43） 4％（2） 2％（1） 

介助犬 50％（23） 46％（21） 4％（2） 

聴導犬 24％（11） 72％（33） 4％（2） 

 

3.2018年度中の補助犬の希望者について 

 希望あり 希望なし 無回答 合計 

盲導犬 70％（32） 28％（13） 2％（1） 46都道府県 

介助犬 22％（10） 72％（33） 7％（3） 46都道府県 

聴導犬 7％（3） 87％（40） 7％（3） 46都道府県 

  

 

 希望ありと回答した都道府県における希望者の件数 

1件 2～3件 4～5件 6～8件 9件以上（最大の数） 

盲導犬 14 10 5 3 0 

介助犬 7 1 2 0 0 

聴導犬 2 0 1 0 0 
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4.2018年度の補助犬育成補助事業の実施について 

  実施あり 実施なし 

盲導犬 ７０％（32） 30％（14） 

介助犬 13％（6） 87％（40） 

聴導犬 4％（2） 96％（44） 

 

5.2019年度の補助犬育成補助事業の実施予定について 

  ★補助犬の種類に限らずある：39％（18） 

  上記の都道府県以外（28都府県）で 

  ある ない 未定 無回答 

盲導犬 68%（19） 21%（6） 11%（3） ― 

介助犬 21%（6） 64%（18） 14%（4） ― 

聴導犬 11%（3） 71%（20） 14%（4） 4%（1） 

 

6.補助犬育成補助事業の助成金交付先について 

  
希望者が選んだ 

訓練事業者 
指定する団体 委託する団体 無回答 

盲導犬 74％（34） 4％（2） 22％（10） ― 

介助犬 74％（34） 4％（2） 13％（6） 9％（4） 

聴導犬 74％（34） 4％（2） 13％（6） 9％（4） 

 

7.希望者の募集方法について 

随時募集 
一定の期間を定めて 

募集 
先着順 その他 

46%（21） 39%（18） 7%（3） 9%（4） 

  ＊その他：貸与希望者は訓練事業者を通じて貸与希望申請となっている。／県は，県内ユ―ザ―に貸与決定

した育成事業者に対する補助事業を行っており，貸与に関する募集は行っていない。／行っていない。／

各事業者で対応。／随時募集だが、１頭分の予算しか確保していない状況で、申請があり次第給付の手

続きに入る。 

  

8.「一定の期間を定めて募集」の結果、実施予定数に達しなかった場合の再募集について（対象数：18） 

実施している 実施していない 状況により検討 

39%（7） 6%（1） 56%（10） 
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 ②育成計画の作成  

9.助成候補者の決定における調査と評価について 

【参考】助成候補者決定における調査、評価について。 

以下、補助犬希望者の希望～合同訓練前までの流れです。 

    。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1）調査の実施と実施方法について 

【実施】 

実施している 実施していない 

76％（35） 24％（11） 

   

 

【方法】 

都道府県主体 委託 その他 

74％（26） 23％（8） 3％（1） 

  ＊その他：福祉事務所（市を含む）で実施している。 

 

 

以下、調査を委託している場合のみ（対象数：8）回答 

・委託費用について、「身体障害者補助犬育成促進事業補助金」（地域生活支援事業）利用の有無 

利用あり 利用なし 

50％（4） 50％（4） 

 

・調査時の担当者立会いについて 

立会いあり 立会いなし 

25％（2） 75％（6） 

赤枠内が「調査」の部分です。 

今回の設問では、補助犬希望者が障害福祉課へ申請し

た際、助成の可否について自治体による審査が行われる

過程を「調査」としています。 

青枠内が「評価」の部分です。 

今回の設問では、自治体による審査（調査）を通過した補

助犬希望者の日常の生活環境等を確認する過程を「評

価」としています。 
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・委託した調査の報告書提出について 

提出を求めている 提出を求めていない 

63％（5） 38％（3） 

 

2）評価の実施と実施方法について 

【実施】 

実施している 実施していない 無回答 

61％（28） 37％（17） 2％（1） 

   

 

【方法】 

都道府県主体 委託 その他 

46％（13） 50％（14） 4％（1） 

  ＊その他：県ではなく、市町村が行っている 

 

以下、評価を委託している場合のみ（対象数：14）回答 

・委託費用について、「身体障害者補助犬育成促進事業補助金」（地域生活支援事業）利用の有無 

利用あり 利用なし 無回答 

50％（7） 36％（5） 14％（2） 

 

・評価時の担当者立会いについて 

立会いあり 立会いなし 

7％（1） 93％（13） 

 

・委託した評価の報告書提出について 

提出を求めている 提出を求めていない 

64％（9） 36％（5） 
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 ③理解促進・普及啓発  

10.補助犬法や補助犬に関する取り組み（助成施昨、理解促進・啓発、身体障害者補助犬育成計画の作成等の実施や実施予定について。また、その取り組み

に関する具体的な内容や、おおよその費用、「身体障害者補助犬育成促進事業」（地域生活支援事業）の補助金利用有無について。 

【助成施策】 

2018年度：助成施策の実施 

実施あり 15％（7） 

実施なし 8５％（39） 

 

■補助犬の健康管理費（予防接種、医療費など） 

都道府県 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

埼玉県 〇 〇 身体障害者補助犬健康管理費助成事業 ― 1,401,000 × 

石川県 〇 〇 
県内のユーザー団体に基金を設立し、助成対象費用計の半額を対象

に 1頭当たり年間 11,000円を上限に助成する 
特になし 112.824 × 

福井県 〇 〇 

身体障害者補助犬の衛生管理に必要な処置（健康検査 3 回、狂犬

病予防接種、混合ワクチン接種、犬フィラリア病抗原検査、犬フィラリ

ア病予防薬）を県獣医師会に委託 

― 

228,000

（@38,000×

6頭） 

× 

鳥取県 〇 〇 予防接種代助成 ― 43,575 〇 

島根県 〇 〇 

「身体障がい者補助犬健康管理費助成事業」：補助犬使用者が補助

犬に獣医師による健康診断、予防接種及びその他の疾病予防措置等

を受けさせた場合にその費用を助成する 

― 660,000 × 

香川県 〇 〇 

厚生労働省が作成した「身体障害者補助犬の衛生確保のための健

康管理ガイドライン」に定められているもの・獣医師による健康診断・

獣医師による予防接種及びその他の疾病予防措置等・実施が望まれ

る疾病予防措置 

補助対象範囲拡大の有無に

ついて 

年間 1回、1

人につき

20,000円を

上限 

× 

2019年度：助成施策の実施予定 

実施あり 15%（7） 

実施なし 85％（39） 
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■飼育のための必要経費（餌など） 

都道府県 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

茨城県 〇 〇 飼育費、犬医療費、歩行指導費等 ― 1,984,500 〇 

愛知県 〇 〇 
治療代、医薬品購入代金、ドッグフ―ド・犬用ガム・ブラシ等購入

代金 
―  ― × 

 

【理解促進】 

2018年度：理解促進事業の実施 

実施あり 28％（13） 

実施なし 72％（33） 

 

■市町村担当者向け 

 

2019年度：理解促進事業の実施予定 

実施あり 28％（13） 

実施なし 72％（33） 

都道 

府県 

2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

宮城県 〇 〇 
県の補助犬育成事業、貸与の申し込

み先、補助犬の受入れ義務 

障害者から問合せや相談があった

場合の円滑な対応 
― 非予算 × 

埼玉県 〇 〇 
市町村担当者会議で補助犬理解促

進の説明を行った 
― ― 0 × 

奈良県 〇 〇 

障害理解を深めるための研修である

「あいサポーター研修」において、補

助犬について講義を行っている 

補助犬について知っていただき、

必要な配慮について理解を深めて

いただいている 

研修での周知は図ってい

るものの、レストラン等へ

の入店拒否などの相談が

寄せられている 

5,037,000

（まほろば「あいサ

ポ―ト運動」推進

事業） 

× 

高知県 〇 〇 
市町村身体障害者団体指導者研修

会で補助犬の給付について説明 
補助犬の給付に関する理解促進 ― ― × 
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■受け入れ事業者向け 

 

 

 

 

 

都道 

府県 

2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

栃木県 〇 〇 
飲食店、宿泊施設での補助犬ユ―ザ

―の入店拒否 

飲食事業者、宿泊事業者における

補助犬の理解促進 

従業員まで理解を得られ

ているかはわからない 
0 × 

神奈川

県 
〇 × 

食品衛生指導員研修会において補助

犬に係る説明を実施 
事業所の理解が深まった 特になし 0 × 

石川県 〇 〇 

県内温泉旅館への研修時や、飲食店

の衛生管理責任者の研修時に補助

犬について啓発を行う 

補助犬に対する理解が深まり、ユ

―ザ―の社会参加を促進する 
特になし 0 × 

静岡県 〇 〇 

補助犬インフォメ―ションデスクを開

設し、出前講習会、広報啓発活動を

実施 

補助犬に対する理解の促進  ― 

2,179,000

（理解促進、啓発、

育成計画を併せて

委託した費用） 

〇 

奈良県 〇 〇 

障害理解を深めるための研修である

「あいサポーター研修」において、補

助犬について講義を行っている 

補助犬について知っていただき、

必要な配慮について理解を深めて

いただいている 

研修での周知は図ってい

るものの、レストラン等へ

の入店拒否などの相談が

寄せられている 

5,037,000

（まほろば「あいサ

ポ―ト運動」推進

事業） 

× 

兵庫県 〇 〇 医療従事者向け研修会 ―   ― 

250,800

（学校への出前講

座と合わせて） 

〇 
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■一般市民向け 

 

 

都道 

府県 

2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

新潟県 〇 〇 

飲食店等による拒否事例が後を絶た

ないので、食品衛生指導員養成講習

会の中で行政説明を行った 

具体的な効果は把握していない

が、飲食店や宿泊事業者等におい

て拒否事例が減少することを期待

している 

無 0 × 

静岡県 〇 〇 

補助犬インフォメ―ションデスクを開

設し、出前講習会、広報啓発活動を

実施 

補助犬に対する理解の促進  ― 

2,179,000

（理解促進、啓発、

育成計画を併せて

委託した費用） 

〇 

大阪府 〇 〇 
「共に生きる障がい者展」での補助

犬ユ―ザ―の講演 
補助犬の理解促進・啓発  ― ― ― 

奈良県 〇 〇 

障害理解を深めるための研修である

「あいサポーター研修」において、補

助犬について講義を行っている 

補助犬について知っていただき、

必要な配慮について理解を深めて

いただいている 

研修での周知は図ってい

るものの、レストラン等へ

の入店拒否などの相談が

寄せられている 

5,037,000

（まほろば「あいサ

ポ―ト運動」推進

事業） 

× 

広島県 〇 〇 

人権啓発行事である「ヒュ―マンフェ

スタ広島」において、身体障害者補助

犬貸与式、補助犬によるデモンストレ

―ション等を実施 

補助犬の役割や補助犬を見かけ

たときの注意事項など、広く県民

に啓発することができる 

集客力の伸び悩み 46,530 × 

高知県 〇 〇 
障害に関する理解啓発イベントで介

助犬のデモンストレ―ション等を実施 
補助犬に関する普及啓発 ― ― × 
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■児童・生徒向け 

 

 

 

 

都道 

府県 

2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

長野県 〇 〇 
県庁見学の小学生「こども記者体

験」で補助犬の説明 
 ―  ― 0 × 

静岡県 〇 〇 

補助犬インフォメ―ションデスクを開

設し、出前講習会、広報啓発活動を

実施 

補助犬に対する理解の促進  ― 

2,179,000

（理解促進、啓発、

育成計画を併せて

委託した費用） 

〇 

奈良県 〇 〇 

障害理解を深めるための研修である

「あいサポーター研修」において、補

助犬について講義を行っている 

補助犬について知っていただき、

必要な配慮について理解を深めて

いただいている 

研修での周知は図ってい

るものの、レストラン等へ

の入店拒否などの相談が

寄せられている 

5,037,000

（まほろば「あいサ

ポ―ト運動」推進

事業） 

× 

兵庫県 〇 〇 学校への出前講座  ―  ― 

250800 

（医療従事者研修

と合わせて） 

〇 
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【啓発活動】 

 

 

 

 

 

■補助犬啓発用のウェブサイト掲載 

2018年度：啓発活動事業の実施 

実施あり 91％（42） 

実施なし 9％（4） 

2019年度：啓発活動事業の実施予定 

実施あり 91％（42） 

実施なし 9％（4） 

都道 

府県 

2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

宮城県 〇 〇 県のホームページに掲載 測定していない  ― 非予算 × 

山形県 〇 〇 
山形県のホームページに補助犬の啓

発に係るぺ―ジを記載 
補助犬に関する理解促進  ― 無 × 

群馬県 〇 〇 
広く県民に周知を図るため、県ホーム

ページに案内を掲載 
特になし 特になし 0 × 

千葉県 〇 〇 

千葉県庁 HPで、補助犬の概要や同

伴の受入れ義務及び、補助犬に関す

る相談窓口の案内を掲載 

不特定多数の人に補助犬に関す

る周知ができる 
特になし 0 × 

和歌山

県 
〇 〇 

県ホームページに身体障害者補助犬

給付事業等について掲載 

給付希望者に情報を伝えることが

できる 

給付申請のない年もあり、

必要な方に情報をいかに

届けるかが課題 

0 × 

岡山県 〇 〇 県 HPの内容を分かりやすくした  ―  ― ― × 

高知県 〇 〇 
県のホームページに補助犬の説明や

関連リンク、問い合わせ先を掲載 
補助犬に関する普及啓発  ― ― × 

佐賀県 〇 〇 

県 HPに厚生労働省リ―フレットを掲

載するとともに、街で補助犬を見かけ

た際の対応等について掲載している 

受け入れ拒否等にかかわる相談

件数の減少（直近 2年間は 0

件） 

― ― × 
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■厚生労働省リ―フレット等の配布 

都道 

府県 

2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

北海道 〇 〇 

希望する事業所や市町村等に対し、

補助犬同伴ステッカ―やリ―フレット

等を配布 

事業者等での刑事による補助犬

法の普及 

連絡のあったところへの

配布が中心であり、積極

的な配布となっていない 

0 × 

岩手県 〇 〇 
ステッカ―やリ―フレット、ポスタ―を

配布している 
補助犬の理解促進及び普及啓発  ― 0 × 

宮城県 〇 〇 市町村、事業者等への配布 測定していない ― 非予算 × 

秋田県 〇 〇 厚労省リ―フレット等の配布  ― ― ― × 

山形県 〇 〇 厚労省作成のリ―フレット等を配布 補助犬に関する理解促進 ― 無 × 

群馬県 〇 〇 
広く県民に周知を図るため、県庁舎

内に広報資材を設置 

リ―フレットを持っていく人が一定

数いるため、周知につながってい

る 

特になし 0 × 

埼玉県 〇 〇 
補助犬啓発リ―フレット、ポスタ―、補

助犬同伴ステッカ―の配布 
― ― 0 × 

千葉県 × 〇 

出先機関に配置されている、障害者

差別解消等の業務に携わる職員が各

地域の飲食店等の事業者を直接訪

問し、リ―フレットやステッカ―を配布

する 

直接店舗に行き配布するため、補

助犬の受入れについて詳細に説

明でき、理解を得られやすい 

直接訪問するため郵送等

に比べ効率が悪い 
0 × 

東京都 〇 〇 
厚生労働省作成補助犬ステッカ―・

リ―フレットの配布 
― ― ― × 

神奈川

県 
〇 〇 

希望のあった店舗等に対するステッ

カ―やパンフレットの配布 

補助犬受け入れに関する普及啓

発効果 
特になし 0 × 
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新潟県 〇 〇 

一般市民への普及啓発が必要なの

で、補助犬リ―フレットの配布を実施

（在庫にて対応） 

約 4,000枚配布  ― 0 × 

富山県 〇 〇 
補助犬ステッカ―やパンフレットの配

布（厚生センタ―など） 
ステッカ―掲示施設の増加など 

補助犬の同伴を拒否され

た事例からも、より一層補

助犬の周知を図る必要が

あること 

0 × 

石川県 〇 〇 
障害の啓発イベント内に補助犬育成

団体を招待し、普及啓発を行っている 

補助犬に対する理解が深まり、ユ

―ザ―の社会参加を促進する 
特になし 8,200,000 × 

長野県 〇 〇 
希望者にステッカ―、パンフレット等

を配布する 
― ― ― × 

岐阜県 〇 〇 
リ―フレットの設置及びステッカ―の

配布 
県民への幅広い周知  ― ― × 

静岡県 〇 〇 

補助犬インフォメ―ションデスクを開

設し、出前講習会、広報啓発活動を

実施 

補助犬に対する理解の促進  ― 2,179,000 〇 

愛知県 〇 〇 
要望に応じて、商業施設や公的施設

などへ配布 

社会参加のためのパ―トナ―とし

ての補助犬の周知 

飲食店や病院への入場を

拒否されることがある 
0 × 

三重県 〇 × 
厚生労働省より活用依頼があり、県

内市町へ配布した 
補助犬の普及啓発に活用できた  ― 2,378 × 

滋賀県 〇 〇 
身体障害者が補助犬を伴って社会で

活動することを支援するため 

県内の公共施設等でのステッカ―

表示を推進 
―  0 × 

京都府 〇 〇 
補助犬育成団体や市町村から要望を

受けて、希望部数を発送 
補助犬の普及・啓発 特になし 0 × 

大阪府 〇 〇 
補助犬同伴ステッカ―やパンフレット

の配布 
補助犬の理解促進・啓発  ― 0 × 



13 

 

奈良県 〇 〇 

障害理解を深めるための研修である

「あいサポーター研修」の受講生や補

助犬の入店拒否の相談があったとき

に、相手方に対して厚生労働省リ―フ

レットの配布を行っている 

補助犬について知っていただき、

必要な配慮について理解をふか

めていただいている 

研修での周知等は図って

いるものの、レストラン等

への入店拒否などの相談

が寄せられている 

0 × 

和歌山

県 
〇 〇 補助犬チラシやパンフレットを配布 

飲食店等に配布することで、補助

犬の受け入れ拒否を減らすことが

できる 

広報していても、毎年数件

の補助犬受け入れ拒否の

報告がある 

0 × 

島根県 〇 〇 
依頼のあった事業所や公共施設等へ

ステッカ―及びリ―フレットを送付 

飲食店や公共施設での補助犬の

受入れについての理解促進 

依頼のあった箇所のみへ

の送付であるため、配布

数が限られている 

0 × 

岡山県 〇 〇 

小学校の授業用飼料としてのパンフ

レット利用や、銀行・病院入口などで

のステッカ―掲示の希望がある 

小学生への補助犬紹介や、県民が

利用する施設でのステッカ―等の

刑事は有効な啓発となる 

 ― ― × 

広島県 〇 〇 

5月 22日の「ほじょ犬の日」に合わ

せて、県 Facebook、Twitterにて

記事を掲載 

広く県民に対して補助犬の普及啓

発をすることができる 
特になし 0 × 

徳島県 〇 〇 
障がい福祉関係のイベントや研修時

におけるリ―フレット配布 

一般県民の補助犬への理解が深

まった 
 ― 0 × 

香川県 〇 〇 
人権フェスタにおいて補助犬同伴の

ステッカ―やパンフレットの配布 
啓発活動につながった 

パンフレット等の配布のほ

か、効果的な理解促進の

取り組みについて 

10,800 〇 
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愛媛県 〇 〇 

厚生労働省作成のリ―フレット及び

県作成の補助犬受入れに関する

Q&Aを、飲食店営業の食品衛生責

任者講習会において配布するととも

に、旅館ホテルを通じて同組合員に

配布 

不特定多数の者が利用する施設

において受入れを拒んではならな

いことを周知啓発した 

 ― 0 × 

高知県 〇 〇 
公共施設や中心商店街、医療機関等

に補助犬ステッカ―を配布 

補助犬及び合理的配慮に関する

普及啓発 
 ― ― × 

佐賀県 〇 〇 
厚生労働省リ―フレットの配布（窓口

への設置） 

受け入れ拒否等にかかわる相談

件数の減少（直近 2年間は 0

件） 

― ― × 

熊本県 〇 〇 
旅館組合や観光連盟へのリ―フレッ

ト及びステッカ―配布 
補助犬の周知 

補助犬への理解を進める

ためには、さまざまな機

会、手段を活用し、継続的

に周知を行う必要がある 

0 × 

大分県 〇 〇 
補助犬啓発パンフレットや補助犬ステ

ッカ―等の各関係団体への配布 

県をはじめ、各関係団体を通じて

の広範な普及啓発効果 
― ― × 

鹿児島

県 
〇 〇 

同伴拒否があった事業所や希望があ

った場合に送付する 

リ―フレット等を配布することで、

事業所内でも理解促進に用いても

らえ、理解促進につながる 

補助犬に対する理解につ

いては事業所に任せる形

になる 

0 × 
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■広報誌等への記事掲載 

都道 

府県 

2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

青森県 〇 〇 広報誌等への記事掲載  ―  ― ― × 

埼玉県 × 〇 
県広報紙「彩の国だより」に補助犬理

解促進記事掲載 
 ― ―  0 × 

和歌山

県 
〇 〇 

テレビやラジオ、県の広報紙による広

報 

補助犬について広く知ってもらうこ

とができる 

まだまだ知られているとは

言えず、引き続き広報して

いく必要がある 

0 × 

島根県 

  

〇 〇 
新聞へ補助犬の理解促進や差別解

消法等について掲載 

補助犬への理解促進や、補助犬使

用者の社会参加の促進 
 ― 0 × 

× 〇 

県内の視覚障害者団体と協力し、補

助犬及び視覚障害者理解についての

県版リ―フレットの作成 

補助犬への理解促進や、補助犬使

用者の社会参加の促進 
― 1,600,000 × 

広島県 〇  〇  
5月 22日の「ほじょ犬の日」に合わ

せて、県の SNSで記事を掲載  

広く県民に対して補助犬の普及啓

発をすることができる 
特になし  0  ×  

高知県 〇 〇 
県が発行する「障害福祉のしおり」

（冊子）に補助犬に関する説明を掲載 
補助犬に関する普及啓発 ― ― × 
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■その他 

都道 

府県 

2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

北海道 

〇 〇 
当課イベント（毎月開催）において補

助犬リ―フレット等を設置 
市民へ補助犬法の周知 

毎月開催のイベントでは

あるが、リーフレットコーナ

―に足を運ぶ方は多くな

く、配布数が伸び悩んでい

る 

0 × 

〇 〇 
訓練事業者の協力のもと、イベント会

場に置いて普及啓発ブ―スの設置 

大型商業施設内での PR犬によ

る補助犬の役割の紹介ができ、一

般市民への普及活動ができた 

道内の訓練事業者が北海

道盲導犬協会のみで、現

時点では盲導犬 PR犬の

紹介のみである 

0 × 

〇 〇 
普及啓発パネル展による普及啓発 

ブ―スの設置 

来庁者へ補助犬法や補助犬の役

割について広く周知することがで

きた 

― 0 × 

宮城県 〇 〇 

日本盲導犬協会仙台訓練センタ―主

催「短期視覚障がいリハビリテ―ショ

ン」の周知協力 

確認していない ― 非予算 × 

栃木県 

〇 〇 
県民へ補助犬を理解してもらうため

に、県民の日に補助犬ブ―スを設置 

県民への補助犬に 

対する理解促進 

興味関心がある人へは理

解が深まるが、興味関心

がない人まで理解を得る

ことは難しい 

0 × 

〇 〇 

県民の補助犬理解促進のため民間企

業との定期的な情報発信コ―ナ―等

を利用 

0 × 

〇 〇 
訓練事業者が主催するイベントや情

報等の広報協力 
0 × 
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埼玉県 〇 〇 

「県庁オープンデー」にて来場者に補

助犬のデモンストレ―ションなど啓発

活動を実施 

 ― ― 0 × 

新潟県 〇 〇 県広報番組での普及啓発 

具体的な効果は把握していない

が、補助犬への理解が促進される

ことを期待している 

― 0 × 

富山県 〇 × 

社会福祉法人富山県視覚障害者協

会と共に、県飲食業生活衛生同業組

合に対して、補助犬の組合員への周

知に係る要望を実施 

 ― 

補助犬の同伴を拒否され

た事例等からも、より一層

補助犬の周知を図る必要

があること 

0 × 

愛知県 〇 〇 

イオン店舗のブ―スで補助犬の仕事

の実体験。訓練のデモンストレ―ショ

ン 

補助犬と利用者への理解促進  ― 300,000 〇 

三重県 〇 〇 
補助犬受け入れ啓発キャンペ―ン（4

回）の実施 

補助犬の受入れに対する理解促

進が図れた 
 ― 223,000 〇 

和歌山

県 
〇 〇 

人権フェスタのブ―スにおいて、補助

犬啓発イベントを実施 

補助犬について広く知ってもらうこ

とができる 

まだまだ知られているとは

言えず、引き続き広報して

いく必要がある 

0 × 

島根県 〇 〇 

盲導犬に関する啓発ポスタ―の作

成、市営バスへの広告掲載（デジタル

サイネ―ジ） 

補助犬への理解促進や、補助犬使

用者の社会参加の促進 
― 150,000 〇 

岡山県 〇 × 

商業施設で行われた障害者週間啓

発事業で、補助犬についてのパネル

展示を行った 

イベント会場に展示することで、来

場者に関心を持ってもらえる 
― 25,660 〇 
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山口県 〇 〇 

山口ゆめ花博において訓練事業所職

員、ユ―ザ―とともに盲導犬の紹介を

実施 

県民への周知が図れた ― 0 × 

福岡県 

  

〇 〇 
盲導犬体験歩行会等のイベントによ

る啓発を実施 
― ― 5,693,600 〇 

〇 〇 
補助犬を紹介するステ―ジイベント等

による啓発を実施 
― ― 4,644,000 〇 

長崎県 

  

〇 〇 
県のホームページに、補助犬の制度

についての説明を掲示 
補助犬に関する周知促進 ― 0 × 

〇 〇 県庁内での補助犬ポスタ―の掲示 補助犬に関する周知促進 ― 0 × 

宮崎県 

  

〇 〇 
身体障害者補助犬に関する資料を広

報紙に掲載 
県民への啓発を図ることができた 特になし 0 × 

〇 〇 
障害者週間の啓発イベントにおいて、

啓発資料の配布 
県民への啓発を図ることができた 特になし 0 × 
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【ニ―ズならびに供給体制の把握事業】 

 

2018年度：把握事業実施 

実施あり 28％（13） 

実施なし 72％（33） 

 

■市区町村に対して調査 

都道府県 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

宮城県 × 〇 補助犬の貸与に関する希望や問い合わせ等の有無に関する照会  ― 非予算 × 

秋田県 〇 〇 市町村を通じて翌年度補助犬給付希望者の有無を調査  ― ― × 

群馬県 〇 〇 1～2月ごろに照会を行う 特になし 0 × 

長野県 〇 〇 
毎年 9月ごろ、市町村に調査を実施し、補助犬希望者の状況・利

用者数の把握を行っている 
 ― 0 × 

 

■障害者団体に対して調査 

都道府県 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

新潟県 〇 〇 補助犬希望者の聞き取り調査 ― 0 × 

富山県 〇 〇 
社会福祉法人富山県視覚障害者協会により補助犬希望者の有無

等を把握 

補助犬を利用しやすい環境

の整備等 
600,000 × 

石川県 〇 〇 
県内の盲導犬利用者から補助犬希望者について情報提供を受け

ている 
特になし 0 × 

奈良県 〇 〇 
盲導犬を持つ当事者団体との話し合いの場を設け、補助犬の希望

者数のヒアリングを行っている。 
特になし 0 × 

 

2019年度：把握事業実施予定 

実施あり 30％（14） 

実施なし 70％（33） 
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■訓練事業者に対して育成頭数の調査 

都道府県 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

宮城県 〇 〇 県内の障害者の貸与予定の有無に関する照会 ― 非予算 × 

群馬県 〇 〇 1～2月ごろに照会を行う ― 0 × 

埼玉県 〇 〇 訓練事業者に対し定期的に調査を実施 ― 0 × 

熊本県 〇 〇 県内在住者の民間給付や補助犬の使用状況等の確認 特になし 0 × 

 

■その他 

都道府県 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

青森県 〇 〇 
訓練事業者から補助犬の受入れに係る希望の連絡（希望者数、

対応可能頭数） 

補助犬ユ―ザ―から補助犬

の活用状況を確認し、事業

評価することが必要 

2,038,000 × 

静岡県 〇 〇 

補助犬インフォメ―ションデスクを開設し、個別相談への対応や給

付希望者への情報提供、使用者に対する衛生や行動に関する指

導等を実施 

― 2,179,000 〇 

 

 

 

 



21 

 

【連携体制の取り組み】 

 

2018年度：連携体制の取り組み実施 

実施あり 4％（2） 

実施なし 96％（45） 

 

■障害者団体 

都道府県 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

石川県 × 〇 
補助犬使用者と協力して施策の周知（パンフレットの配布等）を行

っている 
特になし 0 × 

 

■その他 

都道府県 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

大阪府 〇 〇 身体障がい者補助犬部会において有識者による審議 ―  ― × 

 

 

2019年度：連携体制の取り組み実施 

実施あり 7％（3） 

実施なし 93％（43） 
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④相談・問い合わせ 

 

11.補助犬に関する相談内容の記録、保管について 

記録・保管している 記録・保管していない 

93％（43） 7％（3） 

 

12.2018年度の補助犬に関する相談・苦情等について 

 相談・苦情があった 相談・苦情がなかった その他 

盲導犬 63％（29） 35％（16） 2％（1） 

介助犬 22％（10） 76％（35） 2％（1） 

聴導犬 9％（4） 89％（41） 2％（1） 

＊その他：身体障害者補助犬の相談、普及、啓発業務を委託している団体が集計しており、設問の区分で集計していない 

 

12―1.補助犬に関する問い合わせの項目と相談者について 

1）盲導犬 

 補助犬 

使用者 

補助犬 

希望者 

障害者 

家族 

訓練 

事業者 

受入れ 

事業者 

一般市

民 
その他 計 

訓練事業者関連 0 9 0 0 0 1 2 12 

資料請求 0 0 0 0 2 0 4 6 

その他問合わせ 6 3 0 2 0 5 1 17 

同伴拒否関連 21 0 0 5 2 0 3 31 

その他苦情 1 0 0 0 0 3 0 4 

 

 

 



23 

 

2）介助犬 

 補助犬 

使用者 

補助犬 

希望者 

障害者 

家族 

訓練 

事業者 

受入れ 

事業者 

一般市

民 
その他 計 

訓練事業者関連 1 2 1 0 0 0 0 3 

資料請求 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他問合わせ 0 0 0 0 3 2 1 6 

同伴拒否関連 2 0 0 2 0 0 0 4 

その他苦情 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

3）聴導犬 

 補助犬 

使用者 

補助犬 

希望者 

障害者 

家族 

訓練 

事業者 

受入れ 

事業者 

一般市

民 
その他 計 

訓練事業者関連 0 0 0 0 0 0 0 0 

資料請求 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他問合わせ 0 0 1 1 0 1 0 3 

同伴拒否関連 2 0 0 0 0 0 0 2 

その他苦情 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

12―2.相談の具体的な内容 

1）盲導犬 

■訓練事業者に関する紹介や相談 

相談者 内容 対応 

希
望者 市から給付希望者がいるという情報提供 申請期間が過ぎていたため、次年度対応とした 

そ
の

他 盲導犬について案内をしたい 
県ホームページを紹介し、まずは訓練事業者と連絡を取ることを案内するよ

う伝えた。 
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■資料請求 

相談者 内容 対応 

そ
の
他 

小学校の授業で使用するため、「ほじょ犬もっと知って BOOK」を送付して欲

しい 
必要部数を送付した。 

補助犬リ―フレット、ステッカ―の送付希望。 送付対象：ユ―ザ―の会、市役所、障害福祉サ―ビス事業所、企業 

補助犬シ―ルの送付依頼 送付対応 

 

■盲導犬同伴の受け入れ拒否に関する対応や相談 

【飲食店等】 

相談者 内容 対応 

補
助
犬
使
用
者 

視覚障害者の同行援護支援を行っている事業所から受け入れ拒否について

の相談。飲食チェ―ン Aの B店舗入り口に「補助犬入店シ―ル」が貼ってあ

り、盲導犬同伴を伝えると理由もないまま入店拒否。飲食チェ―ン A の C 店

舗では「補助犬入店シ―ル」が同様に貼ってあり、盲導犬同伴による入店を

希望すると店員からは「カウンタ―なら良い」と返答される。盲導犬を連れて

のカウンタ―利用では狭いことから、ボックス席の利用を希望するが「カウン

タ―のみ」との回答で、理由を尋ねるも説明がないまま「ダメ」といわれ、それ

以上は言わずに帰ってきた。 

補助犬担当課より飲食チェ―ン A へ受け入れ拒否の相談があったことを連

絡する。担当者からは人事異動などで店舗担当者へ補助犬受入れについて

周知が十分ではなかったとの説明を受ける。また、補助犬が携帯している証

明書の提示を求めても問題ないかなどの質問があり、証明書の提示を求め

ることは問題ない旨、説明する。補助犬受入れステッカ―及びパンフレットを

飲食チェ―ン A の本部に送付し、店舗での受け入れ対応について周知して

いただくよう働きかける。 

飲食店において、混雑のため補助犬が座るスペ―スを確保できないとの理

由により、入店を拒否された。 
事業者に対し、障害者差別解消法の趣旨や身体障害者補助犬法について説

明し、配慮について協力依頼。 

飲食店の電話予約の際、補助犬同伴を理由に拒否された。 
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飲食店での受け入れ拒否 飲食店に補助犬同伴で入店したところ、店から受

け入れ拒否された。 
飲食店に対し事実確認と指導を行った。 

飲食店での食事の際、知人（聴覚障害者）が先行して店舗に行き、盲導犬同

伴について店員に伝えたところ、上司に確認すると返答された。その後、店員

から確認したが入店はできないと返答され、入店を断念した。 

店長に身体障害者補助犬法による補助犬の受け入れ義務について説明のう

え、混雑時以外の盲導犬同伴での入店及び混雑時を含み盲導犬を客席から

離れた場所に待機させた上での入店の可否について尋ねた所、いずれも可

能という返答であった。以上を踏まえた上で、改めて補助犬の受け入れにつ

いて依頼した上、今後の参考として補助犬に関する資料を県から送付した。 

補
助
犬
使
用
者 

県内のラ―メン屋を利用しようとした所、盲導犬の同伴を拒否された。スタッ

フが統括店長に確認を取ったところ、犬を入れてよいとすると猫も入れなけれ

ばならなくなる、という理由で同伴できないと返答された。補助犬法について

の理解・認識が不足していると思われるので、県から助言・指導をお願いした

い。 

補助犬法により原則受け入れが義務であることを説明のうえ、今後の受け入

れについて確認したところ、受け入れる、との回答を得た。改めて、補助犬の

受け入れについて依頼した。 

県内の飲食店利用時に入店を断られた。 
飲食店に県から連絡をし、状況の確認と補助犬受入れについて情報提供を

行った。 

飲食店に予約の連絡をしたが、盲導犬を理由に予約拒否をされた 

事業主に連絡。盲導犬についての対応の認識は有しており、今回の対応につ

いて謝罪があった。市から指導を受け社内教育を徹底した。市の広報に盲導

犬（補助犬）に関する理解啓発記事を掲載して周知した。 

盲導犬と同伴で飲食店へ入店したところ拒否された。 

店舗に連絡。法に対する認識不足を認め、今後について、全店に対し社員教

育、指導をしていくとの回答があった。県からはパンフレット、ステッカ―を送

付した。 

盲導犬使用者が飲食店へ訪問する際に、事前に盲導犬同伴で伺う旨を伝え

たところ、「店舗入り口に鎖で繋いでおく必要がある」と回答があった。再度

店内への同伴希望を伝えたところ、謝罪と店内までの入店を認める旨の連絡

があったが、クレ―マ―としてとらえられているような気がしたため、結局当該

飲食店へは訪問しなかった。 

当該飲食店へ身体障害者補助犬法の趣旨を伝え、今後同様の事態を防ぐよ

う社内通知に努めるとの旨、回答を受けた。・飲食店の所在地である市役所、

及び盲導犬使用者の居住する市役所の補助犬担当課と情報共有 
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政令市にある飲食店での入店拒否 
政令市に連絡し、市から飲食店に対して説明と指導を行った 

飲食店での受け入れ拒否 身体障害者補助犬法の説明・啓発資料の送付 

他県から盲導犬使用者が来県した際に、宿泊施設及び飲食店で入店拒否さ

れた。 

市担当課から補助犬法の趣旨を伝え、理解を求めたところ、今後受け入れる

方向で了承を得た。 

コーヒーのチェーン店で入店拒否された 

市がコーヒー店へ聞き取り調査の上事実確認した。本店では、全店で盲

導犬の受け入れ拒否はしていないとのことであった。今回は、スタッフの

知識不足が理由であった。 

一
般

市
民 

飲食店の入店拒否 権限のある政令市に連絡をし、対応状況を確認した。 

 

【公共交通機関等】 

相談者 内容 対応 

補
助
犬
使
用
者 

路線バスへの苦情 補助犬を帯同しているにも関わらず、行き先アナウンス

や料金支払い時の支援がなく、迷惑そうな扱いを受けた。 
バス会社に対して事実確認と指導を行った。 

コミュニティバスの乗車を断られた。 本人に手紙を送付。（今後一層の周知徹底を図りたい、という内容） 

病院、公共交通機関、公共施設等の盲導犬同伴の受け入れ拒否に関する相

談 

受け入れ拒否を行った事業者へ状況確認を行い、補助犬法の説明、リ―フレ

ット等の送付を実施し対応状況について相談者に報告した。 

盲導犬ユ―ザ―が盲導犬同伴でタクシ―に乗車しようとしたところ、乗車を

断られ、利用することができなかった。（2件） 

相談者としては、車両の特定等は求めず、このような事案が今もあることを関

係者に認識してもらい、盲導犬に対する正確な理解を広げてもらいたいとの

意向であった。これを受け、県と国（運輸支局）で業界団体を訪問し、事案の

経緯を説明するとともに再発防止の徹底を依頼した。 
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受
入
れ
事
業
者 

白杖を持った人が盲導犬らしき犬を連れて乗車してくるが、盲導犬とは思え

ない点が見受けられる。身体障害者手帳の提示を求めても応じてもらえな

い。全国盲導犬施設連合会に相談した所、県の障害福祉課を案内された。 

当時の担当者から「身体障害者補助犬法第 12 条により補助犬の表示が義

務付けられていることを伝えた。まずは犬の胴体を見て盲導犬の表示がある

かを確認し、ない場合は認定証の提示を求め、表示や提示がなく補助犬を同

伴した場合は、通常のペットとして対応して差し支えない」と回答。 

 

【ホテル等宿泊施設】 

相談者 内容 対応 

補
助
犬 

使
用
者 

ホテル宿泊時に朝食をとるため、館内レストランに入る際に従業員から補助

犬を部屋に置いてくるように言われた 

ホテルの責任者に対し、障害者差別解消法の趣旨や身体障害者補助犬法に

ついて説明し、配慮について協力依頼。 

ホテルでの受け入れ拒否（予約段階） 
ホテルの責任者に補助犬法等を説明。理解していただき、予約を受け付けて

もらった。 

そ
の
他 

宿泊施設で受け入れ拒否をされた。（市役所経由） 
当該施設に対して受け入れ義務を説明し、従業員に周知してもらうよう依頼。

リ―フレットやステッカ―等を送付 

盲導犬使用者のガイドヘルパ―より通報。ホテル利用の際に盲導犬のにお

いが充満するとの理由で、雨天時の利用を遠慮願いたいと言われた 事実確認のうえ、当該ホテルに対し指導を行った。 

一
般
市
民 

県内のある宿泊施設のホームページに「Q.盲導犬・介助犬を連れて宿泊す

ることはできますか？ A.できません。」「盲導犬、介助犬を連れてレストラン

を利用することはできますか？→できません。」の掲載があり、宿泊施設へ指

導するようメ―ルがあった。 

県から当該宿泊施設に対し、身体障害者補助犬法において、盲導犬などの

入館拒否はできないことを伝達し、メ―ル送信者にも県の対応について連絡

した。その後、宿泊施設のホームページから問題となった掲載内容が削除さ

れた。 
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【美容院、銭湯、カラオケ等】 

相談者 内容 対応 

補
助
犬
使
用
者 

美容室での受け入れ拒否。美容室に補助犬同伴で入店したところ、店長から

受け入れ拒否された。 
美容室に対し事実確認と指導を行った 

スーパー銭湯で同伴拒否。ユーザー、銭湯、市の三者で対応したが、市の職

員の補助犬への理解が足りないように思うので、アドバイスをしてほしい。 

【アドバイス内容】盲導犬の行動を管理するため常に自分に付き添わせる必

要があるため、可能な限り（浴室の手前、脱衣所まで）盲導犬を同伴させる

べきである。スーパー銭湯内には飲食店もあることが予測されるため、現場

を知っている保健所と情報交換等で連携をする。ユ―ザ―は飲食店等で待

機をさせる際には、リ―ドのナスカンを常に足で踏んでおき、盲導犬が顔を上

げたときにもわかるようにしっかりと管理している。 

温泉施設に視覚障害者団体が利用を申し込んだところ、盲導犬使用者は

利用できないと断られた。 

盲導犬を受付で預かる等の対応をしていただけることとなり、利用するこ

とが可能となった。 

盲導犬使用者がカラオケ店に行った際に、入店拒否を受けた 事実確認のうえ、当該施設に対し指導を行った。 
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【医療機関】 

相談者 内容 対応 

補
助
犬
使
用
者 

眼科に行ったが盲導犬を受け入れてもらえなかった。（病院近くの作業所に

盲導犬を預けて受診）受け入れられない理由は「犬アレルギ―の人がいるか

もしれないため」という理由であった。以前は受け入れてもらえたが、数年前

から受け入れてもらえなくなった。 

補助犬の受け入れについて依頼した上、今後の参考として補助犬に関する資

料を県から送付した。 

県内の個人開業医療機関を利用する際に、来院を拒否された 
医療機関に県から連絡をし、状況の確認と補助犬受入れについて情報提供

を行った。 

補
助
犬
使
用
者 

歯科医院に電話予約した際に「当日の来院患者数が多い」「患者の中には

アレルギ―がある方もいる」との理由から来院を拒否された。 

歯科医院責任者に身体障害者補助犬法を理解していただき、補助犬を受付

で預かる等工夫をし、前向きに対応していただけることとなった。 

呼吸器系の病院に盲導犬を連れて来院し、総合受付では何も言われなかっ

たが、診察室前で看護師から来院を拒否された。 

病院の特性上、盲導犬の立ち入りができないが、院内のスタッフが介助させ

ていただく等、対応していただけることとなった。 

盲導犬使用者が一般病棟への同伴が可能であることを病院に確認のうえ、

恩師の見舞いに行き、病室で待っていたところ、医師から「びっくりした！許可

なく連れてこられては困る」と言われた。事前に許可を貰っていると伝えた

が、謝罪はなく非常に不快感を覚えた。 

病院に事実確認をした上で、身体障害者補助犬法や差別解消法などについ

て、医師を含めて院内で十分に周知してもらい、このようなことが起こらない

よう注意するよう指導した。医療機関用パンフレット及び補助犬同伴ステッカ

―を送付した。後日、病院の入り口にステッカ―が貼られていることを確認し

た。 

受
入
れ 

事
業
者 

医療機関から、患者が帯同する補助犬の受け入れ方法について問い合わせ

があった 

厚労省のリ―フレット等の案内をすると共に、他の病院で補助犬ユ―ザ―を

受けいれた事例について紹介した。 
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【その他】 

相談者 内容 対応 

補
助
犬
使
用
者 

受け入れ拒否に関する苦情 ○県対応･･･バーベキュー場 1 件 ○中核市対

応･･･病院：1件、雑居ビル 1件、飲食店 1件、商業施設：1件 

管理者に対し、電話にて法律の説明を行い、改善するよう指導。その結果を

ユ―ザ―に伝達。＊中核市対応案件については、市担当者が管理者に対し

て指導、ユ―ザ―に説明を実施。 

受け入れ拒否に関する苦情 ＊施設の構造上、受け入れが難しいと言う理由

での拒否であり、現地確認を実施した事例 ○県対応･･･宿泊施設：1件 

管理者は「補助犬を受け入れなければならないことは承知しているが、現状

では構造的にも人員的にも対応が困難」とのことから、現地確認を実施。現

地確認の結果、段差の大きさや通路の狭さ等、補助犬を連れて歩くことが困

難であることが確認された為、その旨、ユ―ザ―に伝達。 

入店時に「犬はちょっと・・・」と拒否された。補助犬法について説明したとこ

ろ「確認してきます」とのことであったが、確認先に電話が繋がらず、退店し

た。 

他都道府県の店舗のため、以後該当の自治体が対応。 

盲導犬の同伴拒否について 電話または店舗訪問を実施 

県内在住の盲導犬使用者が他都道府県を訪れた際、2 店舗で入店拒否をさ

れた（2件） 
該当の都道府県に助言・指導の対応を依頼した。 

訓
練
事
業
者 

主催者からイベントへの受入れを拒否された 
主催者への指導を行った。その後、盲導犬を同伴して参加できるようになっ

た。 

盲導犬の受入れを拒否した施設の対応について 
法律上、盲導犬の受け入れ拒否は出来ないため、適切な対応をするよう指示

した 
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■その他問い合わせ 

相談者 内容 対応 

補
助
犬
使
用
者 

市単位での実働頭数は把握しているか。 把握していないと回答。 

盲導犬の活動期間の経過に伴う貸与変更 
盲導犬訓練事業者と調整し、貸与変更を行った（民間団体による寄贈を活

用）。 

入院している家族のお見舞いに行く際の盲導犬の待機スペ―スについての

確認（病院の対応が都度変わるので、県からも確認をして欲しい） 
病院へ対応を確認のうえ、ユ―ザ―へ連絡 

体育施設でのスポ―ツ教室の参加に関する相談（受け入れ側でどのような

配慮を行うべきか） 
記載なし 

盲導犬給付要件に関する問い合わせ 給付要件について回答 

訓
練
事
業
者 

希望者から申請の相談を受け入れるが、申請期限はあるか。（盲導犬は代替

で訓練時期は 2018年度中を予定している） 

申請期限はないが、給付の枠には限りがあり、基本的には先着順で枠を振り

分けている。枠が埋まった状態での申請は翌年度まで待つことになる。来年

度の枠見込みが若干名いるため、申請は早めしてもらうよう案内を依頼した。 

補助犬育成事業補助金の制度の有無 制度を説明 

受
入
れ
事
業
者 

（団地の管理組合から）入居者の補助犬の取り扱いについて教えてほしい。 補助犬法に基づく取り扱いを説明。 

（医療機関から）補助犬の受け入れガイドライン作成を検討しているが、参考

になるものはあるか。 
医療機関向けほじょ犬もっと知って BOOKを紹介 

盲導犬使用者に対する接し方を教えて欲しい。盲導犬協会を訪問したい。 和歌山県内には盲導犬協会がないため、他府県の協会を案内。 

そ
の
他 

市町村から盲導犬の給付についての問い合わせ 給付事業について説明（今後の参考にするとのこと） 

市町村から、盲導犬が引退の時期を迎えているため、新しい盲導犬の申請を

行いたい使用者がいる 
申請書の提出に基づき、訓練所である育成団体に補助金を交付 

一
般

市
民 

盲導犬虐待に関する通報 訓練事業者に連絡をし、今後の対応策の報告を求めた 

和歌山県の盲導犬の頭数について 県内の盲導犬の現状について説明 

希
望

者 

身体障害者補助犬事業の給付対象の要件について 相手方の障害や生活状況を聞き、対象となるかを説明。 

盲導犬給付に関する相談 給付に向けて対応中 
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■盲導犬に関するその他の苦情 

相談者 内容 対応 

訓
練 

 

事
業者 

補助犬虐待について、県民から訓練事業者へ通報があり、訓練事業者から

当課へ報告があった。 

虐待を行っていたと思われる使用者を特定できなかったため、県内補助犬団

体へ注意喚起文書を送付した。 

そ
の

他 

市役所より、当該市在住の盲導犬使用者が施設入所後も引退の手続きをせ

ず、使用者の弟が盲導犬の面倒を見ているという報告を受けた 

訓練事業者に連絡し、当該盲導犬は引退するとともに、引退後は弟のもとで

ペットとして飼育することになった。 

一
般
市
民 

市保健所に市民の方から、盲導犬を放して遊ばせている盲導犬使用者がい

る。盲導犬が畑で排泄していることもあると苦情があった。 

苦情の対象者を特定できていないので、盲導犬使用者が県及び市に来庁し

た際に、犬の飼い方などの啓発パンフレットを配布することを市と申し合わせ

た。 

補助犬虐待について、県民及び市町村から情報提供があった。 該当者と思われる受給者宅を訪問し、聞き取り調査を行った。 

県民がイベントに参加した際、皮膚病の可能性がある補助犬を見かけたと情

報提供があった。 

補助犬使用者に連絡を取り、補助犬の健康状態について聞き取りを行った。 

＊一部の都道府県については、身体障害者補助犬の相談、普及、啓発業務を委託している団体が集計しており、設問の区分で集計していないため、分かる範囲

でまとめた回答だった。 

①拒否事例への対応（補助犬種別は不明） 

 15件（入店拒否 7件、入館拒否 4件、乗車拒否 1件、ユ―ザ―への苦情 2件 他） 

②身体障害者補助犬の情報提供 

 241件（盲導犬 184件、介助犬 29件、聴導犬 22件、その他 6件）
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2）介助犬 

■訓練事業者の紹介 

相談者 内容 対応 

補
助
犬 

 
 

使
用
者 

介助犬の訓練期間や事業者について知りたい 訓練事業所の一覧を送付 

希
望
者 

訓練事業者について 栃木県にて育成貸与実績のある訓練事業者を紹介した 

受
け
入
れ 

事
業
者 

訓練事業者の相談窓口を知りたい 相談窓口を案内 

 

■介助犬同伴の受け入れ拒否に関する対応や相談 

相談者 内容 対応 

補
助
犬 

 
 

使
用
者 

障害福祉サ―ビス事業所で利用を断られた 
当該事業所から事情を聞き取り、補助犬や補助犬法についての理解を求め

た 

訓
練 

 

事
業
者 

他県在住の介助犬ユ―ザ―が洋服店利用時に受け入れを拒否された 身体障害者補助犬法の説明・啓発資料の送付 

受
け
入
れ

事
業
者 

介助犬の受け入れについて 補助犬法に基づく取り扱いを説明 

 

■その他問い合わせ 

相談者 内容 対応 

希
望
者 

介助犬の貸与を希望 介助犬を貸与 
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一
般 

市
民 

施設利用者が、自分の犬がすごく賢いので補助犬登録をしたいと言っている 
補助犬は、訓練施設で専門の訓練を受けていないと登録はできないと回答し

た 

そ
の

他 市へ介助犬申請についての問い合わせがあったことの連絡 市担当者へ事務手続等の説明 

 

3）聴導犬 

■聴導犬同伴の受け入れ拒否に関する対応や相談 

相談者 内容 対応 

補
助
犬
使
用
者 

県内のキャンプ場と温泉施設で、聴導犬の受け入れを拒否された。 

責任者に補助犬の受け入れ義務について指導。仕事中は胴衣を着けている

こと、清潔であり勝手に歩いたり排泄したりしないことを説明。ほじょ犬

BOOK とステッカ―を配布。 

県内の道の駅で、補助犬の説明をした上で入っていいかを確認すると、食堂

はだめだが補助犬を抱っこしたままならお土産売り場は入っていいと返され

た。 

責任者に指導を行い、従業員教育の徹底を依頼。啓発資料として、ほじょ犬

BOOK、ステッカ―、障害者差別解消法リ―フレットを配布。 

そ
の
他 

飲食店での受け入れを拒否された。（市役所経由） 
当該施設に対して受け入れ義務を説明し、従業員に周知してもらうよう依頼。

リ―フレットやステッカ―等を送付 

ホテルにおける聴導犬の受け入れ拒否について（2件） 

①受け入れ拒否したホテルを訪問し、身体障害者補助犬法、障害者差別解

消法について説明 

②ホテル等、生活衛生同業組合あてにほじょ犬同伴に関する文書を提出 

 

■その他問い合わせ 

相談者 内容 対応 

一
般

市
民 

県内中学校における課外授業の一環で、学校から生徒による補助犬につい

ての質問をしたいとの申出があった。 

申出のあった２名の生徒について対面形式で質問に対し回答した。（補助犬

全般・重複） 
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13.補助犬窓口の存在、目的、業務内容に関わる普及啓発活動の実施について 

実施している 実施していない 

74％（34） 26％（12） 

 

具体的な普及啓発の実施方法 

都道府県 内容 

北海道 盲導犬・介助犬・聴導犬のそれぞれの役割と相談窓口の連絡先等をホームページ内で周知 

宮城県 県ホームページに掲載している 

山形県 山形県のホームページに補助犬の普及啓発に係るペ―ジを記載。 

福島県 イベント、会議等でのパンフレット配布 

茨城県 県障害福祉課ホームページ及び市町村での周知 

栃木県 ホームページ上に掲載 

埼玉県 
県広報紙「彩の国だより」に補助犬相談窓口の連絡先を掲載。また、県ホームページに補助犬相談窓

口の設置及び連絡先について掲載。 

千葉県 
千葉県庁HPで、補助犬の概要や受け入れ義務の周知及び同伴拒否等を受けたときに相談できる相

談窓口の案内を掲載している。 

東京都 東京都福祉保健局 HPにて掲載 

神奈川県 県ホームページにおいて、相談窓口等について周知 

新潟県 

・相談連絡先を記載した県独自リ―フレットを作成・配布・県食品衛生協会が主催する職位品衛生指

導員養成講習会にて、補助犬受け入れについて説明・新規飲食店の営業許可申請時及び更新時に、

上記リ―フレット及びステッカ―を配布 

富山県 県ホームページによる周知 

石川県 県民の集まるイベント等、様々な機会を活用して普及啓発を行っている。 

福井県 身体障害者補助犬についての説明、同伴受入れについてホームページに掲載している。 

長野県 県ホームページにて周知している。 

岐阜県 県公式ホームページ及び「岐阜県障がい者福祉の手引き」に情報を掲載 

三重県 
三重県障害者社会参加推進センタ―から NPO 法人三重県補助犬普及協会を通じて普及啓発イベ

ントを実施 

大阪府 府ホームページでの掲載 

兵庫県 県 HPへの掲載 

鳥取県 県ホームページへの掲載、障がい福祉施策紹介冊子への掲載 

島根県 県 HPへの情報掲載。 

岡山県 県ＨＰへの掲示 

広島県 県 HPに「身体障害者補助犬について」を掲載。 

山口県 県ＨＰに相談窓口を掲載。 

徳島県 
身体障がい者補助犬貸付者の募集にあわせ、補助犬の紹介とその目的・内容について市町村他関

係機関、団体等に対し、県ホームページ、新聞、ラジオ等により周知を行っている。 
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愛媛県 厚生労働省作成のリ―フレットの配布等による普及啓発 

高知県 
福祉機器展、障害に関する理解啓発イベント、県発行の冊子への掲載等で普及啓発を行っている。

（リ―フレット・ステッカ―の配布、盲導犬の体験歩行、介助犬のデモンストレ―ション等） 

福岡県 補助犬法に関するポスタ―及び補助犬マ―クを県庁舎にて掲示 

佐賀県 県ＨＰへの掲載 

長崎県 
具体的な普及啓発内容：県のホームページに、補助犬育成事業補助金の説明や、補助犬の制度につ

いての説明を掲載している。（補助犬の「相談窓口」としては掲載していない） 

熊本県 
県庁ホームページ及び「障がい福祉のしおり」に身体障害者補助犬の給付に関する問い合わせ先を

記載。 

宮崎県 県のホームページに担当課と電話・FAX番号を記載している。 

鹿児島県 県ホームページにて，相談窓口の連絡先を掲載している。 

 

14.「身体障害者補助犬法改正」及び「補助犬育成補助事業」等に関するご意見 

補助犬受け入れについて、補助犬法による対応は都道府県及び政令市となっているが、障がい者差別案件として

対応する市町村と対応しない市町村があり、意識にばらつきがあると感じています。 

入店拒否等受入トラブルについて、国が独自で行っていることを教えて欲しい。都道府県をまたがる企業や全国規

模の団体(飲食団体、宿泊団体、交通団体等)に周知しているのか。その企業や団体から各支部等への周知を依頼

していないのか。国から各補助犬育成団体に助成はないのか。 

地域生活支援促進事業ではなく、現状の本人負担のまま個別給付化すべき。 
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図 1 盲導犬・介助犬・聴導犬 過去 8年間に関する希望相談の有無：都道府県（2010～2018年度） 
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図 2 2018年度 身体障害者補助犬育成補助事業助成金 
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図 3 2010～2018年度の補助犬育成補助事業実施件数 
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図 4 2018年度の補助犬育成事業の実施予定 
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表 1 第二種社会福祉事業としての補助犬訓練事業届出状況 

事業者名 届出日 事業者名 届出日 事業者名 届出日

北海道 （公財）北海道盲導犬協会 H13.4.1

青森
岩手
宮城  (公財)日本盲導犬協会仙台訓練センター H21.7.17

秋田
山形
福島
茨城 (一財)全国盲導犬協会 不明

栃木 (公財)東日本盲導犬協会 H5.5.12

群馬
埼玉 （公社)日本聴導犬推進協会 H27.5.29

(社福)千葉県身体障害者福祉事業団 H17.4.15 館山総合訓練センター

千葉介助犬協会

館山総合訓練センター

東京 (公財)アイメイト協会 （社福）日本聴導犬協会　東京支部 不明

(公財)日本盲導犬神奈川訓練センター 横浜市総合リハビリテーションセンター H15.5.6 神奈川介助犬聴導犬協会 H15.4.1

(公財)日本補助犬協会横浜訓練センター (公財)日本補助犬協会 H15.8.4 (特非)聴導犬育成の会 H15.4.2

横浜市総合リハビリテーションセンター (社福）日本介助犬協会 H15.8.25 横浜市総合リハビリテーションセンター H15.5.6

(社福)アジアワーキングドッグサポート協会 H15.9.29 (社福)アジアワーキングドッグサポート協会 H15.9.29

神奈川介助犬聴導犬協会 H16.4.1 (公財)日本補助犬協会 H16.1.28

新潟
富山
石川
福井
山梨
長野 (社福)日本聴導犬協会 H15.9.8 (社福)日本聴導犬協会 H15.9.8

岐阜 (特非)日本動物介護センター H22.9.16

静岡 (公財)日本盲導犬協会 H18.10.1

(社福)中部盲導犬協会 不明 介助犬総合訓練センターシンシアの丘 H21.3.26

（社福） 名古屋市総合リハビリテーション事業団 不明 （社福） 名古屋市総合リハビリテーション事業団 不明

三重
滋賀 滋賀県聴覚障害者福祉協会 H27.3.11

(公財)関西盲導犬協会 S.62.4.28 (特非) 京都ケアドッグステーション H16.1.9 (特非)京都ケアドッグステーション H16.1.9

京都介助犬聴導犬トレーニングセンター H16.10.21 京都介助犬聴導犬トレーニングセンター H16.10.21

京都アシスタントドッグ育成協会 H18.9.28

大阪 (社福)日本ライトハウス H.13.4.2

(社福)兵庫盲導犬協会 不明 (社福)兵庫県社会福祉事業団 不明 (社福)兵庫県社会福祉事業団 不明

(社福)兵庫盲導犬協会 不明 (社福)兵庫盲導犬協会 不明

(特非)兵庫介助犬協会 不明

日本サポートドッグ協会 H15.11.21 日本サポートドッグ協会 H15.11.21

(特非) 近畿介助犬協会 不明

和歌山
鳥取
島根 （公財）日本盲導犬協会島根あさひ訓練センター H20.10.1

岡山
広島
山口 ドッグスクールSue H30.1.31

徳島 (特非) ボランティアドッグ育成センター H16.4.1

香川
愛媛 ドッグフォーライフジャパン H24.10.1 ドッグフォーライフジャパン H24.10.1

高知
福岡 (公財)九州盲導犬協会 H21.10.30 (特非) 九州補助犬協会 H18.9.22 (特非) 九州補助犬協会 H18.9.22

佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎

鹿児島
沖縄

盲導犬 介助犬 聴導犬

愛知

京都

兵庫

奈良

神奈川

千葉
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表 2 2018年度 補助犬育成事業実施件数・助成額（都道府県別） 

実施有無 件数 助成額 実施有無 件数 助成額 実施有無 件数 助成額

北海道 〇 7 1,800,000 0 0

青森県 0 0 0

岩手県 〇 2 1,500,000 0 0

宮城県 〇 2 1,500,000 0 0

秋田県 〇 1 1,500,000 0 0

山形県 0 0 0

福島県 0 0 0

茨城県 〇 2 1,984,500 0 0

栃木県 0 0 0

群馬県 〇 2 1,782,000 0 0

埼玉県 〇 2 1,984,500 〇 1 1,510,500 0

千葉県 〇 2 1,984,500 0 0

東京都 〇 7 無記入 〇 〇 1 無記入

神奈川県 〇 2 1,910,800 0 〇 2 1,470,000

新潟県 〇 4 1,890,000 0 0

富山県 0 0 0

石川県 〇 3 1,890,000 0 0

福井県 0 0 0

山梨県 〇 2 1,686,050 0 0

長野県 〇 1 1,944,000 0 0

岐阜県 0 〇 1 1,500,000 0

静岡県 〇 4 1,984,500 0 0

愛知県 〇 3 1,500,000 〇 1 1,500,000 0

三重県 0 0 0

滋賀県 〇 1 1,500,000 0 0

京都府 〇 1 1,500,000 0 0

大阪府 〇 3 1,728,000 〇 1 1,728,000 0

兵庫県 〇 3 1,890,000 0 0

奈良県 〇 1 1,890,000 0 0

和歌山県 0 0 0

鳥取県 0 0 0

島根県 〇 1 1,890,000 0 0

岡山県 〇 1 1,944,000 〇 1 1,944,000 0

広島県 〇 1 1,980,000 0 0

山口県 〇 1 1,500,000 0 0

徳島県 0 0 0

香川県 〇 1 1,980,000 0 0

愛媛県 〇 1 1,944,000 0 0

高知県 〇 1 2,041,000 0 0

福岡県 〇 3 1,500,000 0 0

佐賀県 0 0 0

長崎県 〇 1 1,450,000 0 0

熊本県 0 0 0

大分県 0 0 0

宮崎県 〇 2 2,007,500 0 0

鹿児島県 〇 1 1,944,000 0 0

沖縄県

合計 32県/69件 6県/6件以上 2県/3件

盲導犬 介助犬 聴導犬

無記入
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2019年度 補助犬育成補助事業 実施予定件数・助成額（都道府県別） 

予定

有無
件数 助成額

予定

有無
件数 助成額

予定

有無
件数 助成額

予定

有無
件数 助成額

北海道 ○ 7 1,800,000

青森県 ○ 1 無記入 0 0 0 0

岩手県 ○ 2 1,500,000

宮城県 ○

秋田県 ○ 2 1,500,000 0 0 0 0

山形県 ○ 1 1,830,000

福島県 ○ 1 1,500,000

茨城県 ○ 2 1,984,500 0 0 0 0

栃木県 ○ 2 1,600,000

群馬県 ○ 2 1,782,000 0 0 0 0

埼玉県 ○ 6 1,984,500

千葉県 ○ 3 2,143,260

東京都 ○ 10 無記入 ○ 1 無記入 ○ 1 無記入

神奈川県 ○ 2 1,910,800 0 0 ○ 3 1,470,000

新潟県 ○ 5 1,890,000 0 0 0 0

富山県 ○ 1 600,000 0 0 0 0

石川県 ○ 3 1,890,000 0 0 0 0

福井県 0 0 0 0 0 0

山梨県 ○ 2 1,686,050 0 0 0 0

長野県

岐阜県 未定 ○ 1 1,500,000 未定 未定

静岡県 ○ 5 1,984,500 0 0 0 0

愛知県 ○ 5 1,500,000

三重県 未定 0 0 0 0

滋賀県 ○ 2 1,500,000

京都府 ○ 1 1,500,000 未定 未定 未定 未定

大阪府 ○ 3 1,728,000 ○ 1 1,728,000 0 0

兵庫県 ○ 3 1,890,000 0 0 0 0

奈良県 ○ 2 1,890,000 ○ 1 1,500,000 ○ 1 1,500,000

和歌山県 ○ 1 1,944,000

鳥取県 未定 未定 未定 未定 未定

島根県 ○ 1 1,890,000 0 0 0 0

岡山県 ○ 2 1,944,000

広島県 ○ 3 1,944,000

山口県 ○ 2 1,500,000

徳島県 0 0 0 0

香川県 ○ 1 1,944,000 0 0 0 0

愛媛県 ○ 1 1,944,000 0 0 0 0

高知県 ○ 1 2,101,200 0 0 0 0

福岡県 ○ 3 1,500,000 0 0 0 0

佐賀県

長崎県 ○ 1 1,450,000 0 0 0 0

熊本県 ○ 未定 400,000

大分県 ○ 1 1,890,000 0 0 0 0

宮崎県 ○ 2 2,007,000

鹿児島県 ○ 2 1,944,000 未定 未定 未定 未定

沖縄県

聴導犬補助犬種類に関わらず

無記入

総額300万円を頭割り

（1頭は150万まで）

盲導犬 介助犬
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2018年度 都道府県における補助犬育成補助事業の助成金交付先について 

指定事業者 委託団体 指定事業者 委託団体 指定事業者 委託団体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形 訓練施設所在地等の要因を基に選定 訓練施設所在地等の要因を基に選定 訓練施設所在地等の要因を基に選定

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山 富山視覚障害者協会

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根
（社福）島根ライトハウス

ライトハウスライブラリー

岡山
（公財）岡山県身体障害者

福祉連合会

（公財）岡山県身体障害者

福祉連合会

（公財）岡山県身体障害者

福祉連合会

広島

広島県障害者社会参加推進セン

ター

※再委託⇒広島ハーネスの会

（広島市内の視覚障害者）、広

島県視覚障害者団体連合会（広

島市以外の障害者）

広島県障害者社会参加推進セン

ター

※再委託⇒広島ハーネスの会（広

島市内の視覚障害者）、広島県視

覚障害者団体連合会（広島市以外

の障害者）

広島県障害者社会参加推進セン

ター

※再委託⇒広島ハーネスの会

（広島市内の視覚障害者）、広

島県視覚障害者団体連合会（広

島市以外の障害者）

山口

徳島 （公財）徳島の盲導犬を育てる会
（特非）ボランティアドッグ

育成センター

（特非）ボランティアドッグ

育成センター

香川
（福）日本ライ

トハウス

愛媛
実績や対象者の希望を勘案し

その都度決定

実績や対象者の希望を勘案し

その都度決定

実績や対象者の希望を勘案し

その都度決定

高知 無記入 無記入 無記入

福岡
（公財）九州

盲導犬協会

（特非）九州

補助犬協会

（特非）九州

補助犬協会

佐賀

長崎

熊本

大分 大分盲導犬協会 九州補助犬協会 九州補助犬協会

宮崎

鹿児島

沖縄

無記入 無記入

事業者名

盲導犬 介助犬 聴導犬

無記入 無記入

委託対象事業者は以下の通り。訓練事業者は社会福祉法人、民法第34条に基づく公益法人又は特定非営利活動法人であって、身体障害者福祉法第33条

に規定する盲導犬訓練施設を経営する事業、同法第4条の2第4項に規定する介助犬訓練事業または、聴導犬訓練事業を行う団体

無記入

無記入 無記入

無記入 無記入
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2018年度 助成候補者の決定にかかわる調査と評価について 

北海道 × ×

青森 ○ ○ ×

岩手 ○ ○ ○ ○

宮城

秋田 ○ ○ ○ 北海道盲導犬協会 2 未記入 ×

山形 ○ ○ ○ ○

福島 × ×

茨城 ○ ○ ○ ○

栃木 ○ 希望者が選んだ訓練事業者 2 1,600,000 ○ ○ 希望者が選んだ訓練事業者 2 1,600,000 ○

群馬 ○ ○ ○ ○

埼玉 ○ ○ ○ 申請者が選んだ訓練事業者 1 ○

千葉 ○ ○ ○ ○

東京 ○ ○ ○ 申請者が希望する訓練事業者 12 未記入 ○

神奈川 ○ ○ ○ ○

新潟 × ×

富山 ○ 富山視覚障害者協会 1 600,000 ○ ×

石川 ○ ○ ○ ○

福井 × ×

山梨 ○ ○ ○ ○

長野 ○ ○ ○ ○

岐阜 ○ ○ ○ ○

静岡 ○ ○（＊1） ○ ○

愛知 × ×

三重 × ×

滋賀 ○ ○ ×

京都 × ×

大阪 ○ ○ ○ ○

兵庫 ○ ○ ×

奈良 ○ ○ ×

和歌山 ○ 希望者が選んだ訓練事業者 1 1,944,000 ○ ○ 希望者が選んだ訓練事業者 1 1,944,000 ○

鳥取 × ×

島根 ○ 島根ライトハウス　ﾗｲﾄﾊｳｽﾗｲﾌﾞﾗﾘｰ 1 0 未記入 ○ 島根ライトハウス　ﾗｲﾄﾊｳｽﾗｲﾌﾞﾗﾘｰ 1 0 ○

岡山 ○ 岡山県身体障害者福祉連合会 1 （＊2） ○ ○ 岡山県身体障害者福祉連合会 1 未記入 ○

広島 ○

広島県障害者社会参加推進センター

＊再委託：広島ハーネスの会（広島

市在住のユーザー）　広島視覚障害

者団体連合会（広島市以外在住ユー

ザー）

1 6,338,000 ○ ○

広島県障害者社会参加推進センター

＊再委託：広島ハーネスの会（広島

市在住のユーザー）　広島視覚障害

者団体連合会（広島市以外在住ユー

ザー）

1 6,338,000 ○

山口 ○ ○ ○ ○

徳島 ○ ○ ○

香川 ○ ○ ○

愛媛 ○ ○ ○

高知 ○ ○ ○

福岡 × ×

佐賀 × ×

長崎 × ×

熊本 ○ （＊3） ○ （＊3）

大分 ○ 大分盲導犬協会 1
育成補助金

に含む ○ ×

宮崎 ○ ○ ○ 無回答 0 - -

鹿児島 × ○ ○

沖縄

（＊1）静岡県身体障害者補助犬育成給付事業実施要綱に基づき、本人から市町に申請があった場合、市町で調査を実施し、県に対して結果を進達する

（＊2）補助犬育成事業委託費として交付している為、調査費用、評価費用に分けることはできない

（＊3）福祉事務所（市を含む）で実施している

県内ユーザーに貸与決定した育成事業者に対する補助事業を行っているため、犬が貸与候補者を選定することはない。

都道府県

主体
調査実施 事業者名 件数 費用

補助金

利用

都道府県

主体
評価委託 事業者名 件数 費用

補助金

利用
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2018年度 補助犬の同伴受入れ状況等に対する実態調査結果 

【対象：政令指定都市２０・中核市４８ 計６８件；回答総数：政令指定都市１９・中核市 計 68件】 

（＊covid-19の影響により、一部自治体に関して回収が困難な状況がありました） 

基本デ―タ 

1.第二種社会福祉事業届出の増減 

①2018年度中の新規届出について 

 2018年度中の新規届出なし 

②2018年度中の届出取り消しについて 

 2018年度中の取り消し手続きなし 

 育成促進事業  

2.政令市・中核市内における補助犬使用者数（2019年 3月 31日現在） 

【政令市】 

  いる いない 不明 

盲導犬 79%（15） 0%（0） 21%（4） 

介助犬 42%（8） 32%（6） 26%（5） 

聴導犬 26%（5） 42%（8） 32%（6） 

   

【中核市】 

  いる いない 不明 回答無 

盲導犬 64%（28） 5%（2） 32%（14） ― 

介助犬 11%（5） 27%（12） 61%（27） ― 

聴導犬 0%（0） 39%（17） 59%（26） 2%（1） 

 

3.2018年度中の補助犬の希望者について 

 【政令市】 

  いる いない 不明 回答無 合計 

盲導犬 37%（7） 53%（10） 5%（1） 5%（1） １９市 

介助犬 11%（2） 79%（15） 5%（1） 5%（1） １９市 

聴導犬 0%（0） 89%（17） 5%（1） 5%（1） １９市 

 

 【中核市】 

  いる いない 合計 

盲導犬 18%（8） 82%（36） ４４市 

介助犬 11%（5） 89%（39） ４４市 

聴導犬 0%（0） 100%（44） ４４市 
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理解促進・普及啓発 

4.補助犬法や補助犬に関する取り組み（助成施昨、理解促進・啓発、身体障害者補助犬育成計画の作成等）の実施や実施予定について。また、その取り組み

に関する具体的な内容や、おおよその費用、「身体障害者補助犬育成促進事業」（地域生活支援事業）の補助金利用に関する都道府県との連携について。 

 

【助成施策】 

〇政令市 

2018年度：助成施策の実施 

実施あり 37％（7） 

実施なし 63％（12） 

 

〇中核市 

   

 

 

■補助犬の健康管理費（予防接種、医療費など） 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

横浜市 〇 〇 

身体障害者補助犬定期検診等助成事業（補

助犬医療証を発行し、市獣医師会所属の施

設で定期検診、疾病にかかる診療を受けた

場合の費用を市が負担） 

政策上の予算面の課題 4,000,000 × 

新潟市 〇 〇 

登録手数料・狂犬病予防注射済票交付手数

料・鑑札の再交付手数料・狂犬病予防注射

済票再交付手数料の免除 

― 8,250 × 

2019年度：助成施策の実施予定 

実施予定あり 37％（7） 

実施予定なし 63％（12） 

2018年度：助成施策の実施 

実施あり 23％（10） 

実施なし 77％（34） 

2019年度：助成施策の実施予定 

実施予定あり 27％（12） 

実施予定なし 73％（32） 
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名古屋

市 
〇 〇 

身体障害者手帳 1級から 3級の方で、日常

生活補助のために使用する補助犬及び盲導

犬として育成している犬に係る次の手数料の

免除 

登録申請手数料（3,000 円）、狂犬病予防

注射済票交付手数料（550 円）、鑑札の再

交付手数料（1,600円）及び狂犬病予防注

射済票再交付手数料（340円） 

― ― × 

神戸市 〇 〇 
補助犬の健康管理を図るために必要な健康

診断、予防接種、治療等に充てる経費を補助 
― 

月額 7,000円～

3,600円（所得

制限あり） 

× 

広島市 〇 〇 

身体障害者補助犬を使用・養育している者

のうち、低所得のため、補助犬の養育に要す

る費用の負担が困難な者に対して、その一

部を支給し、補助犬の適正な管理を行わせ

る。 

― 490,000 × 

いわき

市 
〇 〇 

福島県獣医師会が実施する「身体障がい者

補助犬愛護支援事業」について、本市にお

いて把握しているすべての補助犬ユ―ザ

―へ情報提供した。 

― 
ワクチン接種

料金の実費分 
× 

宇都宮

市 
〇 〇 

補助犬導入等補助犬（補助犬ユ―ザ―に対

し，管理経費の一部を補助）（補助犬導入時

に 10 万円，導入の次年度から年 2 万円を

5年間） 

― 60,000 × 

金沢市 〇 〇 
狂犬病予防関係の手数料の減免、犬の登録

（鑑札の交付を含む）手数料の減免 
― 0 × 
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姫路市 〇 〇 

１ヶ月 5000 円の健康管理費支給（所得税

非課税世帯）所得税課税世帯は１ヶ月 4000

円 

― 60,000 × 

尼崎市 〇 〇 狂犬病予防注射済票交付手数料の免除 ― 550円/頭 × 

福山市 〇 〇 
犬の登録，狂犬病予防注射済票の交付等手

数料の免除 
―   × 

 

■飼育のための必要経費（餌など） 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

仙台市 〇 〇 仙台市身体障害者補助犬飼料給付事業 ― 380,683 × 

名古屋

市 
〇 〇 

身体障害者補助犬飼育費補助事業

（4,800円/月） 
補助額増額や所得制限撤廃の要望あり 603,040 × 

岡山市 〇 〇 
補助犬を使用している者に対し、飼育に要し

た経費の一部を助成する。 
― 月額 6,000 × 

岐阜市 〇 〇 
飼育のための費用を１頭につき 

月額 4,800円助成する 
― 57,600 × 

倉敷市 〇 〇 

在宅の方で、身体障害者手帳 1級の視覚

障害者で、安全確保のために盲導犬の飼

育を必要とする方に経費の一部を助成す

る。（要綱参照） 

― 144,000 × 

下関市 〇 〇 
補助犬飼育費の助成（2018年度から実

施） 
― 月額 3000円 × 

 

 

 



50 

 

■その他 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

宇都宮

市 
〇 〇 

身体障がい者補助犬育成支援事業（補助

犬ユ―ザ―と無償貸与契約を交わし補助

犬使用の利用に供した育成団体に対し，

上限 20万円を補助） 

― 0 × 

越谷市 〇 〇 

狂犬病予防法に基づく犬の登録手数料、

注射済票交付手数料、鑑札再交付手数料

及び注射済票再交付手数料の免除 

― ― × 

船橋市 × 〇 

犬の登録、犬鑑札の再交付、狂犬病予防

注射済み票の交付、狂犬病予防注射済み

票の再交付に係る手数料の免除 

― ― × 

富山市 × 〇 

盲導犬給付決定に係る交付対象者の自己

負担金に対し、補助金の交付を行ってい

る。 

― 50,000 〇 

岐阜市 〇 〇 
狂犬病予防注射済票交付手数料の免除

（岐阜市生活衛生課にて実施） 
― 550 × 

尼崎市 〇 〇 犬の登録手数料の免除 ― 3000円/頭 × 
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【理解促進】 

〇政令市 

 

  

 

 

〇中核市 

 

  

 

 

■市町村担当者向け 

 

 

 

 

2018年度：理解促進事業の実施 

実施あり 21％（4） 

実施なし 79％（15） 

2019年度：理解促進事業の実施の予定 

実施あり 26％（5） 

実施なし 74％（14） 

2018年度：理解促進事業の実施 

実施あり 11％（5） 

実施なし 89％（39） 

2019年度：理解促進事業の実施の予定 

実施予定あり 16％（7） 

実施予定なし 84％（37） 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

横浜市 〇 〇 補助犬の理解についての研修 
障害福祉相談業務職員の知識、

理解の向上 
 ― ― × 

浜松市 〇 〇 
市役所職員への理解度向上を目的と

した研修会の開催 

窓口等、実務にて理解した内容を

活かすことができる。 

職員規模を考えると参加

者が少ない。出席者を増

やすことが課題。 

― × 

前橋市 × 〇 
障害者差別解消法についての研修

の際に説明とマニュアルの配布 
―  ― 0 × 
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■受け入れ事業者向け 

 

 

 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

新潟市 〇 〇 
食品衛生協会主催の研修会で，ほじ

ょ犬ステッカ―，リ―フレットを配布 
― ― ― × 

名古屋 

市 
〇 〇 

商業施設利用の際、複数店舗より入

店拒否があった旨相談があり当該飲

食店街の全店舗に対し研修を実施。 

事業者の受入への意識が高まり、

その後は当該商業施設の受け入

れ拒否の相談なし。 

犬の入店や、他の客に対

する配慮を心配する声が

あがっていた。 

 ― × 

旭川市 〇 × 
飲食店団体への理解促進のための

研修会 

飲食店団体の補助犬に係る理解

度の促進 

より多くの団体に啓発を

行う必要がある。 
0 × 

船橋市 〇 〇 
商工会議所が会員企業向けに発行

している機関誌へ啓発記事を掲載 

補助犬の役割や同伴受入れの義

務について周知することができ

る 

― ― × 

松江市 〇 〇 

障害者差別解消条例の出前講座と

して、視覚障がいや盲導犬の理解

について民間事業者で研修会を開

催した。 

障がい理解や合理的配慮につい

て実践的な理解に繋がった。 
― 0 × 

呉市 〇 〇 

今年度，希望者に盲導犬が給付さ

れたことを受け、広報誌等により

広く市民への理解促進を図る。 

盲導犬ユ―ザ―が店等で，ペッ

ト同伴で拒否されることのない

よう理解を得てもらう。 

実際にペット同伴を理由

に入店を断られた場合，

補助犬法や補助犬につい

て説明し，理解を求め

る。 

0 × 
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■一般市民向け 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

浜松市  

〇 〇 
市民への啓発を目的とした補助犬啓

発イベントの開催 

幅広い世代の方々に足を止めて聞

いていただいた。 

商業施設内での啓発のた

め多くの人に目を向けても

らえるが、専門的な細かい

話まで説明することが難し

い。 

224,000※

啓発活動も

含む 

× 

〇 〇 
市民への啓発を目的とした補助犬啓

発セミナ―の開催 

補助犬について詳しい説明がで

き、理解を深めることができた。 

詳細な説明等を行うこと

ができるが、セミナ―参加

者自体が少ない。周知不

足を感じている。 

 ― × 

宇都宮

市 
× 〇 

障がい者週間啓発イベントにおけ

る盲導犬歩行体験等の実施 

盲導犬や視覚障がいについての

理解を深める 
 ― 40000 〇 

船橋市 〇 〇 
障害者週間に併せたイベントにお

けるデモンストレ―ション 

補助犬の役割や触れ合い方につ

いて周知することができる 

補助犬が働く様子を見る

ことができるが、市民が

実際に補助犬を使用する

機会を設けることができ

ていない。（時間・スペ

―ス等の制約による。） 

（2018実績） 

100,000円 

（2019予算） 

100,000円 

〇 

豊中市 × 〇 

手話についての啓発講演会開催時

に、聴導犬の役割について理解促

進の内容を含める 

補助犬の役割についての 

理解促進 
 ― 38,060 〇 

尼崎市 〇 〇 

補助犬についての単独研修会では

ないが、民生委員や市民後見人、

保護者等への研修会などの際に触

れている。 

―  ― 0 × 
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■児童・生徒向け 

 

■その他 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

川崎市 〇 〇 

視覚障害者情報文化センタ―におけ

る講師派遣。市の指定管理施設であ

る視覚障害者情報文化センタ―にお

いて、小学校等から相談があった際

に、盲導犬ユ―ザ―や歩行訓練士等

を講師として派遣している。 

理解促進に効果があった。  ― ―  × 

宇都宮

市 
〇 〇 

盲導犬ふれあい教室の実施（市内

小学校に盲導犬と育成団体職員を

派遣し，訓練の様子や接し方，視

覚障がいについての説明，歩行体

験等を行う。） 

盲導犬や視覚障がいについての

理解を深める 
― 1,160,000 〇 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

名古屋 

市 
× 〇 

商業施設利用の際に、複数店舗より

入店拒否があった事例を受け、市役

所管理職対象の差別解消にかかる研

修において事例として紹介。 

補助犬の受け入れに関して、他部

局に対して周知が図れた。 
 ― ―  × 
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【啓発事業】 

〇政令市 

  

 

 

 

〇中核市 

 

 

 

 

■補助犬啓発用のウェブサイト掲載 

2018年度：啓発活動事業の実施 

実施あり 68％（13） 

実施なし 32％（6） 

2019年度：啓発活動事業の実施予定 

実施あり 68％（13） 

実施なし 32％（6） 

2018年度：啓発活動事業の実施 

実施あり 45％（20） 

実施なし 55％（24） 

2019年度：啓発活動事業の実施予定 

実施予定あり 48％（21） 

実施予定なし 52％（23） 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

仙台市 〇 〇 市ウェブサイトへの掲載 ― ― ― × 

さいた

ま市 
〇 〇 

市のホームページ及び福祉ガイド

に補助犬についての記事を掲載 

補助犬の受け入れについての 

啓発 
― ― × 

相模原

市 
× 〇 

市ホームページにおける身体障害

者補助犬及びほじょ犬マ―クの 

掲載・紹介 

市民等に対する 

補助犬の理解啓発 
― ― × 

名古屋

市 
〇 〇 

市のウェブサイトにて、補助犬法

や相談窓口のぺ―ジを掲載 
補助犬に対する理解の促進 ― ― × 

函館市 〇 〇 

ほじょ犬について理解を求めるホ

ームページを，市ウェブサイトに

掲載 

― ― ― ― 
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■厚生労働省リ―フレット等の配布 

いわき

市 
〇 〇 

市公式ホームページへ補助犬への

理解及び協力等について掲載して

いる。 

市公式ホームページ利用者の補

助犬に対する理解促進を図るこ

とができる。 

特になし 0 × 

船橋市 〇 〇 
市ホームページにおいて啓発記事

を掲載 

補助犬の役割や触れ合い方につ

いて周知することができる 
― 0 × 

富山市 〇 〇 

富山市のホームページにおいて身

体障害者補助犬法に関する周知広

報を行っている 

― ― ― × 

福山市 〇 〇 

福山市ホームページに「ほじょ犬

マ―ク」を含む障がい者に関する

マ―クを掲載。 

測定が難しい 特になし 0 × 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

仙台市 〇 〇 希望者への配布  ― ― ― × 

さいた

ま市 
〇 〇 

区役所等へのステッカ―掲示と 

リ―フレット配置 

補助犬の受け入れについての啓

発 
― ― × 

千葉市 

〇 〇 希望する事業者に対し配布 補助犬の普及啓発 ― ― × 

× 〇 
オリパラ関係のイベント会場にて

配布 
補助犬の普及啓発 ― ― × 

横浜市 × 〇 

市内医療機関（約 5,000カ所）へ

のリ―フレット、ステッカ―の 

配布 

医療機関の補助犬受け入れに 

ついての周知 

飲食店等への啓発も行い

たいが、個別対応に留ま

っている 

50000 × 

相模原

市 
× 〇 リ―フレット等の市窓口への配架 補助犬に対する理解の醸成 ― ― × 
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浜松市 

〇 〇 
市民への啓発を目的とした補助犬

啓発イベントの開催 

リ―フレットを読んでいただく

ことにより補助犬について関心

を持つきっかけ作りができる。 

資料配布後に受け取った

方々が補助犬について関

心を持ってくれるかまで

は確定できない。 

224,000 

※啓発活動

も含む 

× 

〇 〇 

市民への啓発を目的とした補助犬

啓発セミナ―の開催（補助犬健康

診断の周知を含む） 

リ―フレットを読んでいただく

ことにより補助犬について関心

を持つきっかけ作りができる。 

講義と絡めているのでリ

―フレットが補足資料扱

いになりやすい。 

0 × 

× 〇 
市役所職員への理解度向上を目的

とした研修会の開催 

研修と合わせ補助犬についての

知識を得る際の補助資料とする

ことができる。 

講義と絡めているのでリ

―フレットが補足資料扱

いになりやすい。 

0 × 

〇 〇 
障害者週間啓発イベントでのステ

ッカ―・パンフレット配布 

リ―フレットを読んでいただく

ことにより補助犬について関心

を持つきっかけ作りができる。 

配布を行うだけなので専

門的な質問をされた際、

即答が難しい。 

0 × 

名古屋

市 
〇 〇 

事業所の届出窓口である各区保健

センタ―にリ―フレット、ステッ

カ―を設置 

事業者に対する補助犬に関する

理解の促進 
― ― × 

岡山市 〇 〇 
希望者に対して、ステッカ―やリ

―フレットの配布を実施 
市民に対しての周知および啓発 ― ― × 

旭川市 × 〇 
公共交通機関へのポスタ―の掲

載，リ―フレットの設置依頼。 

補助犬について知る機会の提

供。 

より多くの場所にポスタ

―を掲載・リ―フレット

の設置をし，補助犬につ

いて眼に触れる機会を増

やす必要がある。 

280 × 

青森市 〇 〇 
課窓口にて補助犬同伴ステッカ

―、パンフレットの配布 
周知が図られた。 

今後も周知活動が 

必要と考える。 
0 × 
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いわき

市 
〇 〇 

食品衛生協会が開催する食品衛生

責任者養成講習会において、リ―

フレット等を配布している。 

飲食業に従事する可能性が高い

食品衛生管理者の補助犬に対す

る理解促進を図ることができ

る。 

特になし 0 × 

宇都宮

市 
〇 〇 

補助犬同伴ステッカ―及びパンフ

レットの配布 
補助犬への理解促進 ― 0 × 

前橋市 × 〇 

他部署に依頼し、リ―フレットと

ステッカ―を飲食店の食品営業許

可の際に配布。また、補助犬募金

箱の隣にリ―フレットや協会から

の広報紙を設置。その他、盲導犬

ユ―ザ―や法人等の要望に応じて

配布を行う。 

― ― 0 × 

川口市 〇 〇 
ステッカ―とポスタ―の掲示、リ

―フレットの配布。 
市民への普及啓発 

より効果的な普及啓発の

検討 
0 × 

船橋市 〇 〇 
所管課が主催するイベントにおい

て、リ―フレット等を配布 

補助犬の役割や触れ合い方につ

いて周知することができる 
― 0 × 

金沢市 

〇 〇 

9月に開催の「福祉のつどい

2018」において、補助犬 PRブース

を開設し、補助犬の PR活動を行っ

た。 

イベントに参加した市民に対し

て補助犬の情報を周知し、ふれ

あう機会となっている。 

時期的に暑さが厳しいた

め、補助犬ユーザーや補

助犬が長時間活動するこ

とに対しての配慮が必要

となる。 

81,000 〇 

× 〇 

10月開催の「かなざわウォーク

2018」において、補助犬 PRブース

を開設し、補助犬の PR活動を行う 

イベントに参加した市民に対し

て補助犬の情報を周知し、ふれ

あう機会となっている 

2018年は台風のため 

荒天中止となった。 
0 × 
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金沢市 〇 〇 

（随時）保健所が行う飲食店への

営業許可や指導の際に、補助犬ユ

―ザ―の円滑な利用のため、ステ

ッカ―やリ―フレットを配布。 

補助犬ユーザーが円滑に飲食店

を利用することを図る。 
 ― 0 × 

高槻市 

〇 〇 

差別解消法による訴えの中で店舗

にリ―フレットを配布し、理解を

求めた。 

補助犬に関する理解を得ること

ができるとともに、店頭にほじ

ょ犬シ―ルを貼付け、市民への

啓発にもつながった。 

 ― 0 × 

〇 〇 

商工会議所の会報誌にあわせ補助

犬に関する周知及び補助犬シ―ル

の配布希望を募る。 

補助犬に関する理解を得るとと

もに、店頭にほじょ犬シ―ルを

貼付け、市民への啓発につなげ

る。 

補助犬シールをすべての

商工会議所に配布しよう

としたが、配布数が足り

ずに断念した。周知啓発

を行うためには、一定数

の補助犬シ―ルが必要。 

72,930 × 

尼崎市 〇 〇 
補助犬同伴ステッカ―や啓発リ―

フレットの配布。 
― ― 0 × 

和歌山

市 
〇 〇 医療機関等に周知を行う ― ― ― ― 

松江市 〇 〇 

障がい者週間に合わせ、盲導犬の

リーフレットを配布、ポスターを

掲示した。 

不明 ― 0 × 

福山市 〇 〇 

2017年度市作成の補助犬への理

解・啓発の内容を含むリ―フレッ

トを配布。 

1274部配布。 特になし 0 × 
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■広報誌への記事掲載 

高松市 〇 〇 

商店街組合等に対してステッカー

やパンフレットを配布し、啓発を

行った。 

ステッカーを貼り付けている施

設が増加した。 

食品を扱う施設からの苦

情 
0 × 

宮崎市 〇 〇 

希望者にリ―フレットや補助犬同

伴ステッカ―を配布 

障がい福祉課窓口にリ―フレット

を設置 

― ― 0 × 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

さいた

ま市 
〇 〇 

市の広報誌に、補助犬についての

記事を掲載 

補助犬の受け入れに 

ついての啓発 

市民向けの市広報誌に加

え、商工会議所の会報誌

へも記事掲載を依頼し、

事業者への周知を図っ

た。 

― × 

新潟市 〇 〇 

障がい者週間に合わせて，補助犬

の受け入れについて市報に記事を

掲載 

― ― ―   

神戸市 〇 〇 
神戸商工会議所のメ―ルマガジン

及び情報への啓発記事掲載 
事業者への補助犬の周知・啓発 ― ― × 

岡山市 

〇 〇 
市のＨＰへ補助犬ステッカ―の 

配布について掲載 
市民に対しての周知および啓発 ― ― × 

〇 〇 
市のＨＰへ補助犬飼育費の助成に

ついて掲載 
市民に対しての周知 ― ― × 
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岡山市 〇 〇 
市の広報紙へ身体障害者補助犬貸

与（県制度）の申請について掲載 
市民に対しての周知 ― ― × 

函館 〇 〇 
市発行の広報誌等への，理解を求

める記事の掲載 
― ― ― ― 

前橋 〇 〇 
市広報紙に補助犬啓発の記事を掲

載 
― ― 0 × 

船橋 〇 〇 市広報紙において啓発記事を掲載 
補助犬の役割や触れ合い方につ

いて周知することができる 
― 0 × 

豊中 〇 〇 

大阪府が行う「大阪府身体障がい

者補助犬使用者募集」について、

市の広報誌及びＨＰに掲載し、呼

びかけている。 

― ― ― × 

松江 〇 〇 
市報松江に補助犬の同伴拒否の 

禁止について掲載した。 
不明 

飲食店での補助犬同伴の

入店拒否の相談に応じ、

事業者へ指導しても理解

が得られないことがある 

一括計上 × 

福山 〇 〇 
広報ふくやまに補助犬給付事業に

ついて掲載 
１件の申込があった。 特になし 0 × 

宮崎 〇 〇 
市広報に補助犬給付希望者の記事

を掲載 
― ― 0 × 
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■その他 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 

取り組みの 

効果 
課題 費用 

補助金 

利用 

札幌市 〇 〇 補助犬同伴ステッカ―の配布 ― ― ― × 

千葉市 〇 〇 

盲導犬育成のための募金活動に係

る依頼を団体から受け、ＪＲに対

し場所の提供について協力依頼を

行う 

視覚障害者の支援、盲導犬の育

成に繋がる 
― ― × 

横浜市 〇 〇 
12月の障害者週間に、商業施設で

啓発イベント 
一般市民への理解促進及び周知 

市民周知や集客など効果

的な手法 
100000 × 

川崎市 

〇 〇 

動物愛護フェアかわさき 

9/20～9/26の動物愛護週間に実施

している動物愛護フェアかわさき

において、補助犬デモンストレ―

ションを実施している。 

啓発活動に効果があった。 ― ― × 

〇 〇 

手をつなぐフェスティバル 

11/17に実施した手をつなぐフェス

ティバル（障害普及啓発イベン

ト）において、(公財)日本盲導犬

協会の神奈川訓練センタ―に協力

してもらい、盲導犬(PR犬)のふれ

あい体験を実施した。 

啓発活動に効果があった。 ― ― × 

名古屋

市 
〇 〇 

10月に開催するイベント「障害者

と市民のつどい」において、ブ―

スを設けて補助犬のデモンストレ

―ション等を実施 

補助犬に対する理解の促進 ― ― × 
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神戸市 

〇 〇 

障害者差別解消法に係る事業者等

による研修への弁護士等の講師派

遣（補助犬に係る内容を含む） 

市民への補助犬の周知・啓発 ― 145千 × 

〇 〇 

それぞれの障害特性を理解し、障

害のある方の手助けができる市民

を養成する講座（障がいサポ―タ

―養成講座）の開催（補助犬に係

る内容を含む） 

市民への補助犬の周知・啓発 ― 2,578千 〇 

〇 〇 

区役所窓口における厚生労働省作

成の補助犬ステッカ―、補助犬リ

―フレットの配布 

市民への補助犬の周知・啓発 ― 0 × 

〇 〇 

障害や障害のある人に対する市民

の理解を促進するため、障害があ

ることによる生きづらさについて

の講演会や、イベントへのブ―ス

出展を行う際に、補助犬に係る市

作成のパネル展示や、クリアファ

イルの配布を行った 

市民への補助犬の周知・啓発 ― 1,592千 〇 

広島市 〇 〇 
 希望者に補助犬同伴ステッカ―

を配布している。 
― ―   × 

福岡市 

〇 〇 
盲導犬について，市内 15の学校等

で出前講座を実施 
― ― 499200 〇 

〇 〇 
補助犬について，啓発イベントを

実施 
― ― 499998 〇 

函館市 〇 〇 
市新入職員採用時研修の一環とし

て，盲導犬ユ―ザ―の講話を実施 
― ― ― ― 
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前橋市 〇 〇 
障害福祉啓発事業の一環として行

うイベントでの盲導犬体験 

初の取り組みであったが、体験

者 30名。そのうち視覚障害者

６名が体験。 

― 0 × 

越谷市 〇 〇 

市内公共施設における補助犬シー

ルの貼付、民間企業への補助犬シ

ール・リーフレットの配布を行っ

た。 

身体障害者補助犬法及び障害者

差別解消法を理解いただくこと

に寄与した。 

民間企業の理解をさらに

深めるとともに、一般市

民への啓発を行う必要が

ある。 

0 × 

姫路市 〇 〇 

姫路ふくしまつりで兵庫盲導犬協

会の協力を得てブ―ス設置と 

PR活動実施。 

盲導犬周知 ― 3000 × 

尼崎市 〇 〇 

ポスタ―やステッカ―の市庁舎

（出先含む）や関連機関での掲示

など。 

― ― 0 × 

松江市 × 〇 

障害者差別解消条例の施行後の状

況把握のための市民アンケ―トへ

の協力者に、補助犬の広報グッズ

を配布した。 

不明 ― 0 × 
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【ニ―ズならびに供給体制の把握事業】 

〇政令市 

  

 

〇中核市 

 

 

 

 

 

■障害者団体に対して調査 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

福山市 〇 〇 
福山ハ―ネスの会に年に１回程度調査を

行っている。 
特になし 0 × 

呉市 〇 〇 

県の盲導犬給付事業の募集案内 

（視覚障害者団体等に対し周知すること

で，盲導犬の需要把握をしている。） 

視覚障害者団体等に加入していない方に

ついて，盲導犬の需要把握が出来ていな

い。 

0 × 

 

■その他 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

名古屋市 〇 〇 

名古屋市総合リハビリテ―ションセンタ―に

介助犬、聴導犬の使用を希望する方を対象

とした相談窓口を設置している。 

（認定相談事業） 

― 516000 × 

2018年度：ニ―ズ並びに供給体制の把握事業実施 

実施あり 5％（1） 

実施なし 95％（18） 

2019年度：ニ―ズ並びに供給体制の把握事業実施予定 

実施予定あり 5％（1） 

実施予定なし 95％（18） 

2018年度：ニ―ズ並びに供給体制の把握事業実施 

実施あり 7％（3） 

実施なし 93％（41） 

2019年度：ニ―ズ並びに供給体制の把握事業実施予定 

実施予定あり 7％（3） 

実施予定なし 93％（41） 
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尼崎市 〇 〇 

県の補助犬貸付事業が、市を通して申請

することとなっているため、市の広報誌

及び HPにも掲載し、呼びかけている。 

― 0 × 

 

【連携体制の取り組み】 

〇政令市 

  

 

〇中核市 

 

 

 

 

■基幹相談支援センタ― 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

静岡市 〇 〇 身体障害者補助犬相談事業 

補助犬の入店拒否に関する相談が月１くらい

であるため、補助犬の役割について更なる 

広報が必要である。 

― × 

前橋市 〇 〇 受け入れ拒否に関する情報共有 ― ― ― 

 

■その他 

市町村 
2018

年度 

2019

年度 
内容 課題 費用 

補助金

利用 

前橋市 〇 〇 
補助犬希望者や使用者、受け入れ拒否等

に関して、訓練事業者及び県と情報共有 
― ― ― 

2018年度：連携体制の取り組み実施 

実施あり 5％（1） 

実施なし 95％（18） 

2019年度：連携体制の取り組み実施予定 

実施予定あり 5％（1） 

実施予定なし 95％（18） 

2018年度：連携体制の取り組み実施 

実施あり 9％（4） 

実施なし 91％（40） 

2019年度：連携体制の取り組み実施予定 

実施予定あり 9％（4） 

実施予定なし 91％（40） 
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船橋市 〇 〇 

補助犬ユ―ザ―から寄せられた差別事例

（同伴受入れ拒否）や受入れ状況等につ

いて情報共有を行い差別事例再発防止の

ための周知活動について意見を収集した 

差別解消法の規定上、事業者については

行政より助言等を行えるが、個人に対し

ては実行力のある対応が難しい。（啓発に

とどまる） 

（2018実績）

236,712円 

（2019予算）

269,640円 

× 

呉市 〇 〇 
県及び県内他都市との補助犬に係る相

談・苦情の情報交換 
― ― × 

宮崎市 〇 〇 県の障がい福祉課を通じて把握 ― ― × 

 

 

（3）地域生活支援事業による「身体障害者補助犬育成促進事業」の補助金について、利用における課題や利用していない理由 

「身体障害者補助犬育成促進事業」についての県と本市の連携や情報共有の仕組みがない。 

現状、本市では補助犬育成促進に係る事業を実施していないため補助金を利用していない。 

実施できる環境が整備されていない。 

利用者が少なく、要望も少ないこと。 

ニ―ズがほとんどないため。 
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相談・問い合わせ 

5.補助犬に関する相談内容の記録、保管について 

〇政令市 

記録・保管している 記録・保管していない 回答無 

89％（17） 5％（1） 5％（1） 

〇中核市 

記録・保管している 記録・保管していない 回答無 

61％（27） 36％（16） 2％（1） 

 

6.2018年度の補助犬に関する相談・苦情について 

〇政令市 

 相談・苦情があった 相談・苦情がなかった 

盲導犬 53％（10） 47％（9） 

介助犬 26％（5） 74％（14） 

聴導犬 16％（3） 84％（16） 

〇中核市 

 相談・苦情があった 相談・苦情がなかった その他 

盲導犬 32％（14） 64％（28） 5％（2） 

介助犬 9％（4） 86％（38） 5％（2） 

聴導犬 0％（0） 93％（41） 7％（3） 

＊その他：記録なし、回答なし 
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7―1.補助犬に関する問い合わせの項目と相談者について 

1）盲導犬 

 補助犬 

使用者 

補助犬 

希望者 

障害者 

家族 

訓練 

事業者 

受入れ 

事業者 

一般 

市民 
その他 計 

訓練事業者関連 0 1 0 0 0 1 1 3 

資料請求 1 1 0 0 1 0 0 3 

その他問合わせ 0 4 0 1 1 2 43 51 

同伴拒否関連 15 1 0 1 1 1 15 34 

その他苦情 2 0 0 0 0 4 0 6 

2）介助犬 

 補助犬 

使用者 

補助犬 

希望者 

障害者 

家族 

訓練 

事業者 

受入れ 

事業者 

一般 

市民 
その他 計 

訓練事業者関連 0 4 1 0 0 0 0 5 

資料請求 1 0 0 0 0 0 1 2 

その他問合わせ 0 1 0 1 0 0 12 14 

同伴拒否関連 2 0 0 0 0 0 0 2 

その他苦情 0 0 1 0 0 0 0 1 

 

3）聴導犬 

 補助犬 

使用者 

補助犬 

希望者 

障害者 

家族 

訓練 

事業者 

受入れ 

事業者 

一般 

市民 
その他 計 

訓練事業者関連 0 0 1 0 0 0 0 0 

資料請求 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他問合わせ 0 0 0 0 0 0 6 6 

同伴拒否関連 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他苦情 0 0 0 0 0 0 0 0 
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7―2.相談の具体的な内容 

1）盲導犬 

■訓練事業者に関する紹介や相談 

内容 対応 

盲導犬を利用するには，どのような手続きが必要か。 
公益財団北海道盲導犬協会，北海道立心身障害者総合相談所に問い合わせ

ていただくよう説明 

補助犬を利用したい 
聞き取り調査等を行い、申請までの手続きや盲導犬訓練事業者の情報提供を

行った。 

盲導犬を希望した場合の一般的な手続きの流れについて 手続きの流れを説明し、いくつかの訓練事業者を伝えた。 

 

■盲導犬同伴の受け入れ拒否に関する対応や相談 

【飲食店、商業施設等】 

内容 対応 

飲食店への入店拒否 
当該飲食店に事実確認を行うとともに障害者差別解消法及び身体障害者補助

犬法等について説明。 

フランチャイズチェ―ン本部より、盲導犬の入店拒否をしてしまった店舗の報告

を受け、市における補助犬に関する条例の有無についての問い合わせ。 
市の条例はない旨を伝え、身体障害者補助犬法を紹介。 

飲食店にて受け入れを拒否された 飲食店運営会社に説明し、受け入れ 

盲導犬使用者がドラッグストアへの入店を断られた（関係機関より情報提供が

あったもの）。 

関係機関から、当該店舗に対し状況説明と解決策を求め、店舗からは従業員へ

の指導を徹底すると回答を得た。 

飲食店が盲導犬の入店に難色を示した。 法の趣旨等を説明。 

飲食店に盲導犬の入店はできないと言われた。 該当の飲食店を訪問し，法の趣旨等を説明。 

観光に来た際に、飲食店に受け入れ拒否をされることが多かった。 観光課へ報告。 

盲導犬を連れてのレストランの予約を行ったところ、盲導犬を連れている事を理

由に断られた。 

店舗に確認し、補助犬法について説明。盲導犬の入店を拒否してはならないこ

とを確認し、理解を求めた。その後は店舗は十分に理解をしており、ほじょ犬シ

―ルの店頭の貼付にもご協力いただいている。 
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飲食店への盲導犬の同伴拒否 拒否した飲食店へ補助犬法への理解を求め、受け入れられるようになった。 

盲導犬を同伴した状態での飲食店の建物への立ち入りを拒否された。 補助犬法の趣旨を説明し理解を得た。 

盲導犬を同伴した状態でのスーパーマーケットの建物への立ち入りを拒否され

た。 
補助犬法の趣旨を説明し理解を得た。 

H31.2.4 にホテルの管理部門の従業者から「盲導犬受け入れは義務か努力

義務か問い合わせあり。※上記問い合わせは、盲導犬利用者がホテルのテナ

ント（魚料理屋）を利用した際、受け入れに対するテナントへの苦情が、ホテル

側へ寄せられたことが背景である。 

身体障害者補助犬法により、受け入れは義務であること及び障害者差別解消

法においても、法的権利として確立していることを説明する。合わせて、補助犬

使用者側にも表示等の義務があることを伝えた。その上で、補助犬に係るパン

フレットの送付や必要に応じてテナントへ出向き、受け入れの啓発を行うことを

提案したが、「インタ―ネットで補助犬法を勉強した上で、テナントに受け入れを

拒否することがないよう、ホテル側から啓発を行う。」との申し出があった。 

長崎市内の飲食店に補助犬を同伴して来店が可能か問い合わせたところ断ら

れたため、指導等の対応を行ってほしい。 

問い合せ先に電話を行い、身体障害者補助犬法の趣旨等の説明を行い、説明

を行った旨を本人へ回答した。 

 

【ホテル等宿泊施設】 

内容 対応 

宿泊施設における同伴拒否について行政としてアプロ―チできないか。 

県にも同様の問い合わせがあり、県より旅館業協会へ周知を実施。当該ホテル

に対しては、相談者より資料の送付をしていたため、受入について善処するよう

進言。 

ホテルに宿泊しようとしたところ、盲導犬は宿泊室ではなく屋外に案内された。

あまりの対応に、すぐに他のホテルへの宿泊に切り替え、問題なく宿泊すること

ができた。後日、ホテルへの指導の要請を受けた神戸市障害者支援課が盲導

犬のホテルの宿泊について、ホテルと話をしたが、理解してもらうまでにいたら

なかった。なお、盲導犬ユ―ザ―は、宿泊予約の際に盲導犬同伴とは伝えてい

なかった。 

同ホテルの支配人と面談を行った。「身体障害者補助犬法」及び「障害者差別

解消法」について説明し、補助犬法上、同伴の受け入れは義務であることを伝え

た。支配人からは、障害者と盲導犬と同室での宿泊について、認識がなかったと

の返答があり、今後は、補助犬について、同室での宿泊で対応するとのことで了

承を得た。 
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【医療機関】 

内容 対応 

医療機関の入院者面会の受け入れ拒否 医療機関への聞き取りを行い、法の趣旨の説明と受け入れの理解を求める 

健康診断受診を希望したところ、医療機関から受け入れを拒否された 医療機関に説明し、受け入れ 

知人のお見舞いのため、病院側に盲導犬の同伴を問い合わせると、受け入れ

を拒否される。 
病院側に事実確認をし、医療機関等にリ―フレットを配布、周知活動を行う。 

盲導犬を同伴した状態での医療機関の建物への立ち入りを拒否された。 補助犬法の趣旨を説明し理解を得た。 
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■その他問い合わせ 

内容 対応 

市内の補助犬の稼働頭数を教えてほしい。 回答した。 

宿泊・研修施設にてスタッフの人権研修として補助犬の研修を実施したい 「ほじょ犬もっと知って BOOK」を送付 

盲導犬協会に貸与の申請をしようとしたら，窓口は市である旨を伝えられた。 窓口は盲導犬協会である旨を伝達。 

見かけた盲導犬の体調が不安 
市民からの通報を受けた訓練事業者と情報共有、他事業者への照会を行い、

通報者へ特定困難と返答 

盲導犬希望者が、住んでいるアパ―トの管理会社と盲導犬との居住について

協議していた。現在２階に居住しており、１階に居住している方が犬が苦手との

ことから、別棟の１階への転居について協議を進めていたが、管理会社との関

係性が悪化してしまった。管理会社との話し合いに同行していただきたいと、訓

練事業者から相談があった。 

転居先が公営住宅へ決まったため、解決に至った。 

市主催のパパママ教室に盲導犬ユ―ザ―が参加した際、受付で対応に手間

取ってしまい、また犬の名前を呼んで犬に話しかけるなどしてしまい、ユ―ザ―

から叱責を受けた。犬嫌いやアレルギ―の方はいなかったので、盲導犬同伴で

パパママ教室を受けてもらったが、今後のために対応マニュアルがほしい。 

身体障害者補助犬法第 9 条の規定により、地方公共団体には補助犬の同伴

を受け入れる義務があることを説明。受け入れの姿勢を示したうえで、盲導犬

の待機スペ―スや周りの方の意向（犬が苦手な方やアレルギ―がある方等）

を確認するのに時間がかかることがある旨を伝えると良かったのではないかと

アドバイスした。マニュアルについては、障害を理由とする差別の解消の推進

に関する職員対応要領と補助犬受入れマニュアルをメ―ルするとともに、職員

用掲示板に記事を掲載。 

貸付申込の方法 兵庫県の実施している貸付制度を案内した。 

盲導犬に対する傷病時の助成制度はあるのか 県開業獣医師会の助成制度を案内。 

盲導犬を使用したいが、申請の方法がわからない 申請方法の説明をする。しかし、期間内に申請はされなかった 

使用している補助犬を大型犬から小型犬に変更したい。 
鹿児島県に連絡し、県職員と協会内で今後の方針について話し合い、本人へ

直接回答するとのこと。 
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■盲導犬に関するその他の苦情 

内容 対応 

盲導犬の貸与を受けられなかった旨の苦情。 連絡があった旨を盲導犬協会に伝達。 

 



75 

 

 

2）介助犬 

■資料請求 

内容 対応 

介助犬のポスタ―をいただきたい。 ポスタ―を送付。 

 

■介助犬同伴の受け入れに関する対応や相談 

内容 対応 

ビル管理会社からの受け入れ拒否 
テナント企業及び管理会社に事実確認を行ったところ，受け入れにつき問題無

しとの回答を受けた。 

飲食店への介助犬同伴を拒否された 

市担当者が当該飲食店を訪問し、身体障害者補助犬法及び障害者差別解消

法の趣旨を説明。また、補助犬に係るパンフレットやステッカ―等の啓発資料

を提供し、店舗従業員へ周知していただくよう依頼した。 

 

■介助犬に関するその他の苦情 

内容 対応 

訓練事業者の対応について、使用者家族からの苦情 
訓練事業者への聞き取り、厚労省ほか関係自治体と情報共有および対応の協

議を実施 

 

■その他問い合わせ 

内容 対応 

訓練事業者から、児童向けの普及啓発についての相談 区関連部署を紹介 

補助犬利用希望者からの相談２件 
２件すべて相談を受け付け、面談（専門相談）対応をした。このうち２件総合評

価、認定審査を実施した。 

小型犬も介助犬になるか？どこに相談したらよいか？ 介助犬育成団体に相談するようお伝えした。 

介助犬について興味があるがまずどこに相談したらよいか 区役所経由で相談があったため当事業団へご連絡いただくようお伝えした。 



76 

 

介助犬の給付申請。 給付申請を受理した。 

もともと使用している介助犬が引退を考えているため、代わりとなる貸付がな

いか。 
県の実施している貸付制度を案内した。 

介助犬の貸与を希望した場合の手続き等について 県内のハ―ネスの会について情報提供 

 

 

3）聴導犬 

■聴導犬同伴の受入れに関する対応や相談 

内容 対応 

聴導犬ユーザーより商業施設における店員の対応についてのクレ―ムがあっ

た。 

本市で行っている障害者差別解消法研修講師派遣事業、障害サポ―タ―養

成講座について紹介した。当該商業施設より、実施に向けて検討するとの回答

を得た。 

■その他問い合わせ 

内容 対応 

ペットを聴導犬にできるか？ 聴導犬育成団体に相談するようにお伝えした。 
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8.補助犬窓口の存在、目的、業務内容に関わる普及啓発活動の実施について 

〇政令市 

実施している 実施していない 

79％（15） 21％（4） 

〇中核市 

実施している 実施していない 回答無し 

50％（22） 48％（21） 2％（１） 

 

具体的な普及啓発の実施方法 

・政令市 

市町村 内容 

札幌市 
市の公式ウェブサイトや障がい福祉課作成のガイドブック等に、盲導犬に関する問い合わせ

先を掲載している。 

さいた

ま市 
市のウェブサイトやガイドブック、市広報誌に記事を掲載した。 

千葉市 

・本市障害者自立支援課のウェブサイト及び、障害者福祉のあんない（冊子）にて、「ほじょ

犬マ―ク」についての案内を掲載。・本市ウェブサイトの「よくある質問と回答」において、

補助犬給付に関する申請先等の案内を掲載。 

横浜市 障害福祉の制度案内冊子、ウェブサイトへの掲載 

川崎市 
市ウェブサイト及び市で作成している障害福祉全般の案内冊子への掲載を行い、周知してい

る 

相模原

市 
市ウェブサイトに相談窓口等の情報を掲載。 

新潟市 
市ウェブサイトや市報に，補助犬の啓発及び補助犬同伴の受け入れについて理解を求める記

事を掲載している。 

静岡市 
・窓口において「身体障害者補助犬のことをもっと知ろう！」リ―フレットを配架している。 

・静岡市障害者相談支援センタ―のチラシに補助犬相談について記載し配架している。 

浜松市 
理解促進、啓発活動についての質問で回答したとおり。補助犬に関する理解促進・啓発に関

するイベント等を実施することで普及啓発を行っている。 

名古屋

市 

当課発行の「障害者福祉のしおり」中で補助犬の相談窓口を相談内容別に紹介しています。

媒体は、冊子版、点字版、DAISY版及びウェブサイト「ウェルネットなごや」（http://www.kaigo

―wel.city.nagoya.jp/view/shiori/social/kaijoken.html）。 

大阪市 ・ウェブサイト、障がい福祉制度紹介冊子への掲載により広報 

堺市 
障害のある方を対象に配布している「障害福祉のしおり」という各種制度や相談窓口等を掲

載した冊子の中に問い合わせ先を記載している。 

広島市 
・窓口に補助犬に関するリ―フレットを置いている。 

・希望者に補助犬を紹介する DVDを貸し出している。 

北九州

市 

・市ウェブサイトへの掲載。 

・当課発行の「障害福祉ガイド」への掲載。 
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福岡市 市の障がい福祉ガイドに補助犬の相談窓口を掲載している。 

・中核市 

市町村 内容 

函館市 市民あてに配布している広報誌等への記事掲載 

八戸市 ウェブサイトへの掲載 

いわき

市 
市公式ウェブサイトへ補助犬への理解及び協力等について掲載している。 

高崎市 「ほじょ犬・もっと知って BOOK」の配布、公益財団法人日本盲導犬協会への募金箱の設置 

川越市 
窓口へ啓発ポスタ―等を設置し、市民から相談があった場合は適宜、補助犬担当職員や地区

担当ケースワーカ―が対応している。 

川口市 ステッカ―とポスタ―の掲示、リ―フレットの配布。 

越谷市 
「越谷市の障害者福祉ガイド」を発行し、障がい者に関する各種制度について紹介している

が、その中で身体障害者補助犬に関する相談窓口であることを掲載している。 

船橋市 
市ウェブサイト、市が発行している「障害福祉のしおり（音声コ―ドあり）」にて掲載し、周

知している。 

八王子

市 

障害者福祉課が市民向けに作成している障害者手当やサ―ビス等を紹介する冊子「福祉のし

おり」において、補助犬の苦情相談窓口の情報を掲載している。 

高槻市 
高槻市ウェブサイトに「身体障がい者補助犬をご存知ですか？」「障がい者のシンボルマ―

ク」を掲載、窓口でリ―フレットを配布。 

豊中市 
障害者差別解消法について説明するとともに、例示として補助犬の話をすることがある。講

演会を行うこともある。 

姫路市 姫路ふくしまつりでのブ―ス設置と PR活動。県より受領の案内文設置。 

西宮市 年に１回、県が実施する補助犬利用希望者募集の際に、市の広報誌に募集記事を掲載 

松江市 盲導犬ユ―ザには補助犬相談窓口について周知できている。 

福山市 
厚生労働省から送付されたパンフレット，「福山ハ―ネスの会」発行の理解促進用チラシを本

庁，支所及び保健所等の窓口に設置 

呉市 
視覚障害者団体及び社会福祉協議会等を通じて，一般市民への補助金業務の周知を行ってい

る。また，補助犬制度について，市ウェブサイトに掲載し周知を図っている。 

下関市 
身体障害者補助犬について、市のウェブサイトに掲載し、山口県のウェブサイトとリンクさ

せている。 

高松市 補助犬の普及啓発を行う際に合わせて相談窓口について伝えている。 

長崎市 
長崎市第４期障害者基本計画に身体障害者補助犬の周知・啓発について掲げており、窓口の

チラシ置き場に国が作成した補助犬に関するリ―フレットを置いている。 

佐世保市 ポスタ―掲示、パンフレット配布 

宮崎市 
宮崎県（身体障害者補助犬育成促進事業の実施主体）からの依頼を受け、年１回広報誌にて、

啓発（給付希望者募集を行っている。 
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9.「身体障害者補助犬法」等に関する意見、要望、質問等 

市民、医療機関、飲食店、商業施設、学校等に対して、補助犬受け入れについての理解、啓発をさらに力を入れる

必要があるように思います。関係事業者や民間企業等とも連携して、普及啓発の取り組みを行いたいと考えます。

なお、地域生活支援事業による「身体障害者補助犬育成促進事業」について、県と協働で普及啓発事業が行えな

いか検討していきたいです。また、各自治体の担当者が情報収集や情報交換等ができる場（会議、セミナ―等）が

あればいいと思います。 

飲食店での補助犬同伴拒否にかかる苦情相談があり、その都度対応しているところであるが、拒否事案が発生し

ないことが大切であると考えている。しかしながら、店舗の数は膨大で、直接の働きかけは極めて困難であり、ま

た、本市域に限った課題ではないと考えられるので、国による全国的、継続的な啓発活動の実施を望みたい。 

社会的認知は低く、駅や大型店舗などにもポスタ―やパンフレットを設置し、多くの方の目に触れるようにし、

マスメディア等で広く周知し、補助犬に関する啓蒙活動をより一層行っていく必要がある。 
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